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東京、昭48不91、昭55.3.4 

 

命 令 書 

 

 申立人  日本労働組合総評議会全国金属労働組合東京地方本部 

 申立人  Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６、Ｘ７、Ｘ８、Ｘ９、 

   Ｘ10、Ｘ11、Ｘ12、Ｘ13、Ｘ14、Ｘ15、Ｘ16、Ｘ17、Ｘ18、 

   Ｘ19、Ｘ20、Ｘ21、Ｘ22、Ｘ23 

 

 被申立人 日本アイ・ビー・エム株式会社 

 

主  文 

１ 被申立人日本アイ・ビー・エム株式会社は、下記申立人らに対し、次のような措置を講じ

なければならない。 

(1) 申立人Ｘ１を昭和51年１月１日付で売掛管理スペシャリストもしくは同相当の管理者職

位に昇進させること。 

(2) 申立人Ｘ２を昭和49年12月１日付で、主任営業部員もしくは同相当の管理者職位に昇進

させること。 

(3) 申立人Ｘ15を昭和50年２月１日付で、アカウンティング・スペシャリストもしくは同相

当の管理者職位に昇進させること。 

(4) 申立人Ｘ14を昭和49年12月１日付で、トレード・スペシャリストもしくは同相当の管理

者職位に昇進させること。 

(5) 申立人Ｘ12を昭和52年12月１日付で、総務スペシャリストもしくは同相当の管理者職位

に昇進させること。 

(6) 申立人Ｘ16を昭和49年12月１日付で、コミューケーション・スペシャリストもしくは同

相当の管理者職位に昇進させること。 

(7) 申立人Ｘ11を昭和51年２月１日付でスタッフ・エンジニアもしくは同相当の管職者職位

に昇進させること。 

(8) 申立人Ｘ21を昭和50年12月１日付で、アドバイザリー・システムズ・エンジニアもしく

は同相当の管理者職位に昇進させること。 

(9) 申立人Ｘ３を昭和49年12月１日付で、アドバイザリー・システムズ・エンジニアもしく

は同相当の管理者職位に昇進させること。 

(10) 申立人Ｘ５を昭和49年12月１日付で、アドバイザリー・システムズ・エンジニアもしく

は同相当の管理者職位に昇進させること。 

(11) 申立人Ｘ19を昭和50年10月15日付で、アドバイザリー・システムズ・エンジニアもしく

は同相当の管理者職位に昇進させること。 

(12) 申立人Ｘ６を昭和49年12月１日付で、スタッフ・エンジニアもしくは同相当の管理者職

位に昇進させること。 

(13) 申立人Ｘ８を昭和53年５月１日付で、テクニカル・アシスタント又はスタッフ・アシス

タントもしくは同相当の管理者職位に昇進させること。 
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(14) Ｘ７を昭和53年５月１日付でテクニカル・アシスタント又はスタッフ・アシスタントも

しくは同相当の管理者職位に昇進させること。 

(15) Ｘ４を昭和53年１月１日付で売掛管理スペシャリストもしくは同相当の管理者職位に昇

進させること。 

２ 被申立人会社は、下記申立人らに対し、次のような措置を講じなければならない。 

(1) 申立人Ｘ12を昭和50年12月１日付で文書管理非管理者職位系列の最高職位に昇進させる

こと。 

(2) 申立人Ｘ23を昭和51年２月１日付でコンピューティング・サービス企画管理係もしくは

同相当職位に昇進させること。 

(3) 申立人Ｘ18を昭和51年10月１日付でコンピューティング・サービス企画管理係もしくは

同相当職位に昇進させること。 

(4) 申立人Ｘ20を昭和55年１月１日付でコンピューティング・サービス企画管理係もしくは

同相当職位に昇進させること。 

３ 被申立人会社は、上記１および２の申立人らに対する職位の昇進措置を講じたことに伴い、

その賃金改訂（昇給）ならびに職能格および職能手当の是正措置（昇格と職能手当の増額）

を実施するとともに、右実施に伴い支給されるはずの諸給与相当分（昇進に伴う昇給額、職

能格の昇格に伴う職能手当の増額および一時金など）とすでに支給された諸給与との差額を

支払わなければならない。またこれを実施するに当っては、上記１および２の申立人ら各人

に対し、昇進後の職位に適用さるべき「給与レンジ」を呈示するとともに該当昇給額ならび

に昇進後の職能格および職能手当を通知しなければならない。 

４ 被申立人会社は、本命令書受領の日から一週間以内に下記内容の文書を、上記１および２

の申立人各人宛に手交しなければならない。 

記 

昭和  年  月  日 

           殿 

日本アイ・ビー・エム株式会社 

代表取締役 Ｂ１ 

当会社が貴殿を□□□□□□の職位もしくは同相当職位に昇進させなかったことは、不

当労働行為であると東京都地方労働委員会において認定されました。今後このような行為

を繰り返さないよう留意します。 

（注） ① 発信の年月日は、手交の日を記載すること。 

② 職位名は、上記主文の１および２の各申立人について記載した事項を記

載すること。 

５ 被申立人会社は、前各項を履行したときは、すみやかに当委員会に文書で報告しなければ

ならない。 

６ その余の申立ては、棄却する。 

 

理  由 

第１ 認定した事実 

１ 当事者等 
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(1) 申立人日本労働組合総評議会全国金属労働組合東京地方本部（以下「全金東京地本」

という。）は、東京都内の日本労働組合総評議会全国金属労働組合の組合員約39,000名で

組織する労働組合である。 

(2) 申立人Ｘ１ら23名（以下「申立人ら」という。）は、被申立人日本アイ・ビー・エム株

式会社で働く従業員のうち約200名で組織する申立外全金東京地本日本アイ・ビー・エム

支部（以下「支部」という。）に所属する組合員であるが、この支部は昭和34年５月に結

成された「日本アイ・ビー・エム従業員組合」（以下「従組」という。）が、昭和45年９

月、全金加入に伴い、現在の支部名に変更したものである（以下「支部」「従組」を併せ

「組合」という。）。 

(3) 被申立人日本アイ・ビー・エム株式会社（以下「会社」という。）は、昭和12年日本ワ

ットソン統計機械株式会社として設立され、昭和25年、日本インターナショナル・ビジ

ネス・マシーンズ株式会社と社名を変更し、さらに昭和34年、現在の社名に改称したも

のである。会社は肩書地（編注、東京都港区）に本社を置き、東京、大阪、名古屋をは

じめ全国各地に営業所を有するほか、藤沢工場をはじめとする３工場、１研究所、８デ

ータ・センター等を有し、①ＩＢＭコンピューター・システムの製造・輸出入・販売・

賃貸と関連サービスの提供 ②電動タイプライター、磁気テープ・タイプライターなど

の輸入・販売・賃貸と関連サービスの提供 ③カード、ＯＣＲ（光学式文字読取装置）

フォームの製造・販売 ④磁気テープ・データ・セルなどコンピューター・システム用

部品とアクセサリーの販売 ⑤データ・センターにおける各種委託業務、リモート・コ

ンピューティング・サービスなどを営む資本金750億円、従業員数約12,000名の会社であ

る。 

２ 組合結成以降の労使関係 

(1) 昭和34年５月、当時の会社従業員約770名中約380名が「従組」を結成し、給与体系の

確立と賃金格差の是正を会社に要求し、交渉の結果、同年11月、新賃金体系の採用と格

差是正（平均66％の賃上げ）が実施された。この新賃金体系は、年功序列を基本として

「指数表」（給与表）と「級間変動表」（昇級のため必要な最低在級年数表）との組合わ

せにより定期昇級を行うものであった。 

(2) 35年年末一時金闘争において組合は、「3.5か月プラス７万円」の要求に対する「4.2

か月」の会社回答を不満とし、同年11月25日から１週間の全面ストライキを実施した。

この闘争は、会社が3,000円の上積みをすることで解決したが、会社は、このストライキ

によって大口需要者に重大な迷惑をかけたとして、翌36年２月、会長を交替させるなど

その陣容を一新した。 

そして、同年６月会社は、上記ストライキの際カストマー・エンジニアの部門におい

て顧客への影響が最も大きく出たとして、これを対象に５名に１名の割合で課長待遇係

長制度を導入した。これにより、当時約300名のカストマー・エンジニア中50数名の組合

員が一時に課長待遇係長に昇格し、組合を脱退した。 

(3) 37年５月、組合は、書記長Ｘ２（本件申立人の１人）が、同年１月東京第二営業所か

ら福岡営業所へ、また前委員長Ｘ24が同年２月東京第一営業所から名古屋営業所へそれ

ぞれ配置転換を命ぜられたことに対し、当委員会に不当労働行為の救済申立てを行った

が（都労委昭和37年不第29号事件）、翌38年３月和解により解決した。 



- 4 - 

(4) 39年12月以降、会社は、査定による特別昇給制度（昇給額の幅は1,000円、1,800円、2,500

円の３段階）を導入したが、組合はこれを差別賃金であるとして反対し、組合員の特別

昇給分を一括して会社に返上するなどの抗議活動を翌40年６月頃まで行った。 

(5) 41年初め頃から42年末頃までの間、会社は組合に加入している従業員の組合脱退工作

を企図し、各職制に対しこれを命ずるとともに目標数を達成させるため「脱退勧誘状況

リスト」を提出させたり、会社における各部門別の組合員数の動向表を作成したりした。

これを裏書きするように、この頃組合員から組合に提出された脱退届の理由のなかには

「会社から係長になるべく話しがあったので」「この度アドバイザリーＳＥにすいせんす

る旨上長から伝えられました。その為に組合員であってはまずいとの事でした」「manag

erの言によりますと、近いうちにmanaggerになる可能性があるから、組合をやめておい

た方が良いと云う事ですので」などの記載があった。 

(6) 会社は、42年２月、上記特別昇給制度の上限を撤廃し、ついで同年12月、従前の賃金

体系を職務給的賃金体系に改訂した（その詳細は後述）。 

(7) 44年７月、会社の藤沢工場に勤務する組合員12名が、43年の定期昇給で差別査定が行

われたとして神奈川県地方労働委員会に不当労働行為の救済申立てを行った（51年３月19

日一部救済命令、現在再審査係属中）。 

(8) 48年８月以降、支部所属の組合員らは、下記のとおり各地方労働委員会に対し、不当

労働行為の救済申立てを行った。 

申立年月日 申立事項  地方労働委員会 備考 

48.８.14 ３名の昇進昇給差別 愛知県 係属中 

48.10.16 25名（但し２名取下げ）

の昇進昇給差別 

東京都 本件 

48.12.７ スト参加を理由とする

休暇の不承認等 

大阪府 51.5.22救済命令、

再審査係属中 

50. 9.30 ３名の昇進昇給差別 愛知県 係属中 

52.２.４ ５名の昇進昇給差別 神奈川県 53.12.27一部救済

命令、再審査係属中 

 

(9) なお、会社の従業員数は逐年膨脹を続けたが、他方、組合員数は37年の1,700名（従業

員数2,366名）をピークに、次第に減少し、42年当時は380名（従業員数4,088名）に激減、45

年には遂に150名（従業員数7,358名）まで落ち込んだ。 

３ 本件昇進・昇給等をめぐる申立人らないし組合と会社との確執 

(1) 45年６月頃、申立人Ｘ15は、上司のＢ２マネジャーに対し、上位の職位に昇進させる

よう要求したところ、同マネジャーは「組合をやめればすぐ先任管理係（非管理者職位

の上位職位）になれるし、３か月後にはアカウンティング・スペシャリスト（管理者職

位）にしてやる」という趣旨のことをいった。その数日後、Ｘ15が「組合をやめなけれ

ば、先任や係長にしないのは不当である」と抗議したのに対し、同マネジャーは「これ

は会社の方針だ。君がやめないのであれば仕方がない」などといった。 

(2) 46年10月頃、申立人Ｘ２（33年入社）が、同人より遅く入社したＳ（40年入社）が主
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任営業部員（管理者職位）に発令されたのに、自分が上位職位に発令されないことを不

満とし、職場でのミーティングの席上、上司のＢ３東京第四営業所長に対し、その説明

を求めたところ、同所長は「パフォーマンスが悪いから……」と答えた。そこでＸ２が

「パフォーマンスがどういう点で悪いのか」と尋ねたところ、同所長は「それはパーソ

ナルな問題だからいう必要ない」といって言及を避け、その後もこれについての具体的

説明はなかった。 

(3) 47年１月、Ａ＆Ｃ〔後記４(2)①イ参照〕の際申立外組合員Ｃ１が、上司のＣ２課長に

「組合に入っていれば昇給昇進仕事などの面で不利である」という趣旨のことをいわれ

たことを組合（データ・プロセシング部門の事業所で組織しているＤＰ分会）がとりあ

げ、これに抗議したところ、同課長は「誤解を与えたことは非常にいかんである」と陳

謝した。 

(4) 同年４月、申立人Ｘ23、同Ｘ20、同Ｘ18ほか１名（非組合員）は、上司のＢ４マネジ

ャー（セカンド・ライン管理者）に対し、以上４名の共通の問題として、職位と職種に

問題があるから「オープン・ドア・ポリシイ」〔後記４(2)①ウ参照〕による話し合いを

したいとの申請書を提出した。これに対し、同マネジャーは「経験からみて職位が低い

ことは認める。それぞれ直属の上司（ファースト・ライン管理者）と話し合ってきめて

くれ」と答えた。 

(5) 同年12月中旬頃、申立人Ｘ１は、上司のＢ５マネジャーに対し「なぜ組合員で管理者

になっている者がいないのか」と質問したところ、同マネジャーは「組合員のまま管理

者というようなことは、会社の方針として許されることではない」という趣旨のことを

答えた。 

(6) 48年６月１日、申立人Ｘ14は、会社に対し、48年度の昇給率の是正と昇進を求めて「昇

給再査定申立書」を提出した。これに対し、同月20日会社は、“客観的かつ公正判断に基

づき所属長が決定したものである”と回答した。 

(7) 本件申立て後の50年３月５日、申立外全金本部、申立人全金東京地本および申立外全

金日本アイ・ビー・エム支部は、三者連名で、会社に対し申立人Ｘ１ら25名の組合員の

それぞれの47年12月１日現在における昇進すべき職位を記載したうえ、これへの昇進を

求める「賃金、昇格差別回復要求書」を提出した。これについて会社は、同月19日、支

部との間で交渉を行ったが、席上、会社が“差別の有無について労使双方の基本的見解

が全く異っているので自主交渉による妥協は困難である”との見解を示したため進展が

なかった。 

４ 人事・給与のしくみ 

(1) 基本的しくみ（「職位」と「給与レンジ」） 

前記のとおり、会社は昭和42年12月以降、「指数表」と「級間変動表」との組合わせに

よる従前の年功序列的賃金体系を職務給的な新賃金体系に改訂し、今日に至っているの

であるが、その基本的しくみはつぎのとおりである。 

① 各社員の会社における職務上の地位と給与は以下の考え方に基づく「職位」と「給

与レンジ」によって決められる。 

ア 職務分析によって仕事の内容（複雑性・責任・権限・能力・知識・経験等）が明

らかにされ、社員一人一人の「職位」が決められる。ついでそれぞれの職位につい
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ての職務評価によって社内における相対的位置づけがなされ、同程度の職位が分類

整理され、すべての職位がいくつかのグループに区分される。そして各グループ毎

に給与決定の基準となる金額の幅、すなわち「給与レンジ」が設定される。 

かくして、社員一人一人はいずれかの職位に格付けされ、それに対応する「給与

レンジ」によって給与額が支給されるしくみになっている。すなわち責任の重い仕

事ほど上位の職位が与えられ、それに伴ってその職位の属する高い給与レンジが与

えられることになり、給与額も高くなる。会社は給与レンジを他社の給与調査や物

価水準等を考慮して、随時改訂している。 

イ ちなみに、上記職位の数は、現在約2,000（非管理者職位800、管理者職位1,200）

あり、他方これら職位に対応する給与レンジの数は約30ほど（非管理者職位と管理

者職位半々）設けられている。 

しかし、ある「職位」についた場合、どの「給与レンジ」に属することになるの

か、その「給与レンジ」の上限と下限の賃金額はどうなっているのかなど職位と給

与レンジおよび両者の相互関係の全容について、会社は具体的に明らかにしていな

い。 

② 昇進と昇給 

ア 昇進とは、現職位から上位の職位へ進むことを指しているが、その場合会社は管

理者職位・非管理者職位を問わず〔管理者の範囲は後記(3)①参照〕、予め各職位系

列毎に将来の昇進経路（Career Path Implementation Program 通常「キャリア・

パス」と称している）を設け、これに基づいて昇進を実施している。 

ところで上位職位へ昇進する場合の考課基準（管理者・非管理者共通）は、現職

位における業績、在位期間および上位職位に要求される知識・経験の三つであるが、

昇進時期は不定期である。 

なお、会社では各部門ごとにファースト・ラインにおけるスタッフ管理者〔後記

(3)①参照〕に昇進するまでの判断基準として各職位に必要とされる標準通算経験

年数表を設定しているもののようであるが、これについてもごく一部しか明らかで

ない。 

イ 昇給は、現在の給与額（給与レンジの中の位置）と人事考課による評定ランクと

の組合わせで、定められている昇給率によって決定する。ちなみに現在の給与額と

評定ランクが同じでも上位の給与レンジに位置している社員の方が昇給率は高くな

り、同一の給与レンジ内であっても評定ランクが同じ場合は、給与の高い社員の方

が低い昇給率となる。また上位職位への昇進がない結果永く同一の給与レンジにい

る場合は、その給与レンジに定められている金額の上限を越えて昇給することもあ

るが昇給率は低くなる。 

非管理者の場合は、この昇給システムによる昇給のほかに年功的要素を加味した

標準年齢別一律メリット昇給と調整分（部下の人数に一定額を乗じた金額をライン

管理者の判断で配分するもの）があり、これを合計したものが各人の昇給額となる。

昇給は毎年１回12月に定期的に実施される（管理者の場合は、上記の昇給システム

が完全に適用され定期昇給という概念はない）。 

(2) 人事管理の特徴と人事考課制度 
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① 人事管理の特徴 

ア 会社における営業、技術、生産、事務管理部門等におけるラインの管理者（部下

を直接もつ管理者）は、所属の社員の人事（採用・異動等）について直接の権限を

有し、人事考課およびそれに基づく昇進や昇給の決定も、ラインの管理者の責任に

おいて行われる（ラインによる人事管理）。そして、本社の人事部門は、ラインに

対する指導、助言、サービスなどスタッフ機能をもつにとどまる。 

なお、会社は、人事管理に関し次のような諸制度を採用している。 

イ Ａ＆Ｃプログラム（Appraisal and Counseling Record ＝ 評価と面接指導制度） 

社員の計画的育成を目的として、社員の自己啓発と所属長（ファースト・ライン

管理者）の指導・援助を推進する制度がＡ＆Ｃプログラム（以下「Ａ＆Ｃ」という。）

である。すなわち所属長は、毎年１回部下と面接し、「主要業務目標の設定と業績

評価」を行うほか、「社員育成計画」（年間の「主要育成計画」と長期的な進路計画

としての「キャリア・プラン」－これには具体的な昇進や異動を予定した「アサイ

ンメント・フォーキャスト」が含まれる－とからなる）に基づいて、必要な指導・

援助を行うものである。 

ウ オープン・ドア・ポリシー 

ラインによる人事管理を補完するもので、社員が所属長との間で問題解決につい

て満足すべき解答が得られない場合、その上位管理者へ、最終的には社長へ直接進

言・相談して解決を求める制度である。 

エ スピーク・アップ・プログラム 

これもラインによる人事管理を補完するもので、社員が会社の業務あるいは自己

の待遇に関する意見、質問、不満などを文書で会社宛てに提出し、会社がそれに対

する回答を文書または面接を通じて行う制度である。 

② 非管理者の人事考課制度 

ア 考課期間 

考課は、毎年２回前期（前年11月１日から当年４月30日まで）と後期（当年５月

１日から当年10月31日まで）とに分けて実施し、毎年12月に前期、後期の考課を総

合して評定する。 

イ 考課項目 

人事考課の具体的な考課項目は、「仕事ぶり」と「仕事の成果」に分類される。「仕

事ぶり」は勤勉さ・責任感・積極性・協調性・節約意識・安全意識等が、また「仕

事の成果」としては、確実性・理解と判断・独創性・創意工夫・計画・手順と速さ・

報告の適切さ等がある。人事考課表は10数種類（職位によって考課項目の適用が異

なる）あるが、人事考課表は公表されておらず、どの職位にどの人事考課表が適用

されるのか、各考課項目の具体的な判定基準等その全容は明らかにされていない。 

ウ 考課の方法 

第一次評定として被評定者の所属長（ファースト・ライン管理者）が各考課項目

毎に、最優秀から最劣等までの状態を表現した３～９箇の短文のなかから、被評定

者に最も当てはまるものを選び、さらにその上長（セカンド・ライン管理者）が第

二次評定を行う。 
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評定された人事考課表は、各部門の長（サード・ライン管理者）のところへ集め

られ、各部門の長が「点数換算表」に基づき、これを点数に換算して各人の評定点

を出したうえ、各組織単位相互間の調整を行う。各部門で調整されたものは、その

後本社に集められ全社調整を行い各人の評定点を出す。この評定点に前期の評定点

（半年間のみの評定点）を加え、合計した点数が今期の各人の最終的な評定点とな

る。 

エ 評定区分 

評定は各人の最終評定点に基づきＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階のランクに区分さ

れる。この区分は各ランクの割合（人員比）で相対的に機械的になされる（47年当

時の割合は、Ａが10％、Ｂが15％、Ｃが50％、Ｄが15％、Ｅが10％であった）。 

(3) 管理者への昇進 

① 管理者の範囲 

非管理者たる部下を直接もつ管理者をファースト・ライン管理者（「〇〇担当マネ

ジャー」または「〇〇課長」と称している）といい、その上長をセカンド・ライン管

理者（「〇〇担当マネジャー」または「〇〇所長」と称している）さらにその上の各部

門の長をサード・ライン管理者（「〇〇担当マネジャー」または「〇〇部長」と称して

いる）といっている。これらのライン管理者を補佐する役職にある者をスタッフ管理

者（「スタッフ・マネジャー」とも称している）といい、会社では、ファースト・ライ

ンにおけるスタッフ管理者以上の地位にある者を管理者として取扱っている。 

管理者は、全従業員中約30％（昭和50年当時で、ライン管理者1,267名、スタッフ

管理者1,691名）を占めている。 

② 管理者の権限 

ライン管理者は、人事・給与に関し、上記(2)①アのような権限を有するほか、業

務執行面では長期・短期の方針・目標・計画の設定、予算の編成・執行および部下の

職務内容の変更や職位の新設・変更等の権限を有するが、ファースト・ラインにおけ

るスタッフ管理者は、直接部下をもたず上記ライン管理者のような権限と責任のある

地位にあるわけではなく、単にファースト・ライン管理者を補佐するにとどまる。 

③ 管理者への昇進基準 

会社は、非管理者職位から管理者職位へ昇進させる場合の判断基準として「会社に

対する高度の誠実性」「会社の経営理念の理解・信奉」「指導者としての資質」「非管理

者当時における業績」および「組織上、業務上の必要性」の５項目を挙げている。 

④ 昇進手続 

所属長（ファースト・ライン管理者）がＡ＆Ｃの結果作成した社員育成計画に基づ

き、１年以内に管理者への昇進を予定した社員については、全所属長とその上長（セ

カンド・ライン管理者）による昇進計画会議（Career Deveropment meeting － Ｃ．

Ｄ．Ｍ．という）が開かれ検討と各所属間の調整が行われる。さらに全上長と部門長

（サード・ライン管理者）によるＣ．Ｄ．Ｍ．が開かれ、部門内の管理者への昇進順

位の調整が行われる。所属長は、Ｃ．Ｄ．Ｍ．の結果と所属長自身の育成計画とを調

整し、その後の社員育成を行い、昇進時期が来た時点で昇進手続を行う。 

なお、所属長は、業務の拡大や複雑化等で部下を管理していくうえに、自分を補佐
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してくれるスタッフ管理者が必要であると判断した時は、適任者をスタッフ管理者と

して「アサインメント・フォーキャスト」に予定しておく。 

具体的な昇進手続は所属長（ファースト・ライン管理者）が、過去３回の人事考課

の評価（原則は全部Ａであるが、Ｂが１つあっても可、ただし、アプリケーション・

エンジニア職位系列のファースト・ラインのスタッフ管理者へ昇進させる場合は下記

５(11)⑦イ認定のとおりＣ．Ｂ．Ｂ以上となっている）をもとに、Ａ＆Ｃの実施結果

等をも参考としながら、昇進推せん書に必要事項を記入したうえ、これを直属上長（セ

カンド・ライン管理者）に提出し、その承認を得た後人事本部の同意を得て管理者へ

の昇進が決定される。 

(4) 新昇進制度（「職能格」と「職能手当」） 

ア 会社は、本件申立て後の昭和50年11月以降、新昇進制度を実施した。これは、会社

再発足以来、25年を経過し、勤続年数の長い社員が漸次増加してきたので、これら社

員の会社への貢献度を具体的に反映させるものとして、上記(1)の職位中心の制度とは

別に、新らたに設けられた処遇制度である。 

各人の職位は６段階の「職群」にまとめられ、管理者職位は職群Ｉ～Ⅳ、非管理者

職位は職群Ｖ～Ⅵに分類され、それに対応する「職能格」が設けられ、それによって

「職能手当」を支給するものである。職群と職能格および職能手当の関係は次表のと

おりである。 

 

（注）◦ ○印は該当する格付の位置を示す。 

◦ 職能手当の金額は、52年11月15日現在の金額。 

 

イ なお職能格への格付けは、原則として標準年齢26歳以上でかつ勤続年数３年以上の

社員を対象とし、各職群における経験年数と業績（人事考課）等に基づいて年２回（４

月１日付と10月１日付）定期的に実施される。ただし職位変更の結果、上位職群へ移

動した場合には、必要に応じ上位の職能格への昇格が行われる。 

５ 申立人ら23名の昇進の実態 

非管理者職位にある申立人ら23名は、本件申立てより約１年前の時点の昭和47年12月１



- 10 - 

日付で、それぞれ管理者職位など上位職位への昇進と昇給の救済を求めているが、各人の

昇進実態の概要は以下のとおりである。 

(1) Ｘ１ 

① 入社歴 

昭和33年４月１日大学卒で入社。上記救済を求めている昭和47年12月１日時点（以

下、単に「47年時点」という。）における職場は、管理ビリング・センター 東日本ビ

リング・センター 第二得意先（東日本地域の客先に対する請求業務および売掛金回

収業務担当）であり、52年４月１日以降の職場は、同センター債権管理債権保全 売

掛管理東日本管理である。 

② 組合歴（昭和40年以降本件申立当時まで、以下同じ。） 

40年従組新橋支部執行委員長、41年～44年同中央執行委員、45年同八重洲支部執行

委員長、46年全金支部八重洲分会執行委員長、47年同ＤＰ分会執行委員長、48年同分

会副執行委員長。 

③ 47年時点における職位および新昇進制度導入時以降の職能格（以下、この項は「職

位と職能格」と記載する）。 

ア 職 位――先任売掛債権管理係 

イ 職能格――副主事（新昇進制度導入時の50年11月15日付、以下単に「50年当時」

という）から主事（52年７月１日現在、以下単に「52年現在」という）。 

④ 47年時点の職位およびその後の昇進状況とキャリア・パス（以下、この項は「キャ

リア・パス」と記載する）。 

 
（注）◦  矢印は上位職位への昇進経路で、そのうち実線は現に昇進していることを示し

ており、昇進した年月日を職位の下に記した（以下同じ）。 

◦  結審の時点は、53年10月６日である。 

◦  債権管理企画係から先任債権企画係への職位の変更は、職位の再編成によるも

ので、いずれも非管理者職位の最高職位。 

◦  管理者職位に昇進する場合最も可能性のある職位について会社は明示していな
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いが、47年時点で売掛管理スペシャリストの職位のあったことが認められるので

（ ）で表示した。 

⑤ 管理者職位へ昇進させられなかった理由（以下、この項は「昇進させられなかった

理由」と記載する）。 

会社は同人につぎのような事実（「仕事ぶり」と「仕事の成果」に関して）有りと

し、従って上記「管理者昇進基準」〔４(3)③〕をいずれも充足しないものとして、管

理者へ昇進させなかったという（「昇進させられなかった理由」はいずれもこれとほぼ

同じ論理であるのでこの点の説明は以下省略する）。 

ア 事前に支払期日等の確認をしなかったので入金予定が狂い、会社の資金運用面に

影響した。 

イ 財務部門等からの入金予定水準確保の要請に対し「すでに、これだけの入金予定

があるのに、なんでこれだけで足りないのか」といい、積極的に動かなかった。 

ウ 売掛金勘定照合書の入手日を短縮するための機械室でのカーボンはがしに反対し、

協力しなかった。 

エ 就業時間中、業務外の目的で無断で離席することが多かった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｄ」が

５回、「Ｅ」が２回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管 理 者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

 33   28    ３   ２  Ｘ１ 

 Ｘ２ 

   ５ 

                            （47.12.1現在） 

 

⑦ 同職種・同職場（管理 ビリング・センター）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年８月１日現在で、従業員約90名中管理者は23名である。勤続５年以上でかつ30

歳以上の管理者・非管理者は下表のとおりである。 

管理者・非 

管理者別 

 

学歴 

入社年度 

  管理者（人数） 

 

 

  非管理者（人数） 計 

大学卒 

 

短大卒 高校卒 大学卒 高校卒 不明 

27    １       １ 

28        １   １ 

33      １ 

(Ｘ１) 

    １ 

34     ３      ３ 
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35   ３    １      ４ 

36     ４    １ 

(Ｘ４) 

  １   ６ 

37     １      １ 

38   １    １      ２ 

39   １        １ 

40   １        １ 

42   １    １      ２ 

43   １        １ 

計   ８   １  11   １   １   ２  24 

（48.8.1現在） 

（注） ◦ （ ）内氏名は申立人（以下同じ）。 

◦  非管理者４名はすべて組合員。 

イ 管理者への昇進年限 

管理者23名の昇進年限は、大学卒者11名が入社後２年～８年で、高校卒者11名が

入社後12年で全員管理者に昇進している。残りの短大卒者１名は入社後15年で昇進

している。しかるにＸ１は、入社後48年８月現在で15年経っているが管理者に昇進

していない。ちなみに40年４月大学卒入社のＴは、47年７月１日付で売掛管理スペ

シャリスト（スタッフ管理者）に、また36年４月高校卒入社のＭは、48年４月１日

付で得意先担当マネジャー（ファースト・ライン管理者）に昇進している。 

(2) Ｘ２ 

① 入社歴 

昭和33年４月１日大学卒で入社。47年時点における職場は、東日本営業本部 第四

営業部 第四営業所 営業第一課（関東地区の電気メーカーの客先に対するＩＢＭコ

ンピューターの販売活動等を担当）であり、49年１月１日以降は、東日本第三営業本

部 第四営業所 営業第一課である。 

② 組合歴 

40年従組中央執行副委員長、41年～47年従組ないし全金支部中央執行委員・書記

長、48年支部ＤＰ分会執行委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＰセールス・リプレゼンタティブ 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 
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（注）現在の職位は、ＤＰセールス職位系列の非管理者職位の最高職位 

 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 同人はＡ＆Ｃの目標達成に対応する具体的な賃上げ額等の明示がないといって、45

年以来Ａ＆Ｃに応じていない。 

イ ビジネス・コンダクト・ガイドラインズ（ビジネス倫理の遵守を記したもの）へ

の署名を拒否している。 

ウ 課長が緊急な業務を依頼すると「それほど高い給料はもらっていない。給料に見

合った仕事しかしない」と発言することがときどきあった。 

エ 客先から緊急にプ口ポーザル（客先の業務を調査・分析し、機械化による問題解

決、業務の効率化等を具体化した提案書）の要請があっても、他の社員が残ってや

っているのに同人は帰ってしまい、その結果、会社が客先に約束した時間に間に合

わないことがあった。 

オ 課長が担当客先におけるコンピューターの利用状況および将来の動向等をまとめ

て報告書として提出するよう指示しても、なかなか提出しようとしなかった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｃ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｄ」が

２回、「Ｃ」が５回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記Ｘ１〔(1)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（東日本営業本部 第四営業部）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年現在での従業員は251名おり、うち90名が管理者である。 

イ 管理者への昇進年限 

90名の管理者のうち大学卒で管理者になっているのは少なくとも56名（４名は学

歴不明）おり、入社後８年以内ですべて管理者に昇進している。この管理者のうち

でもＸ２より入社歴の古いのは２名のみで、他の者はＸ２より後に入社している。 

Ｘ２は大学卒入社後48年現在で15年経っているが、管理者に昇進していない。 

(3) Ｘ15 

① 入社歴 

昭和35年４月１日大学卒で入社。入社当時の職場は、管理部経理課であったが、47



- 14 - 

年時点以降の職場は、管理 経理 輸出入経理（各国ＩＢＭとの間の輸出入取引に基

づく収支決算業務を担当）である。 

② 組合歴 

40年従組本社支部委員長、41年同中央執行委員、42年同中央執行副委員長、43年～46

年従組ないし全金支部中央執行委員長、47年同支部本社分会副委員長、48年中央執行

委員長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――先任輸出入会計係 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注）現在の職位は、経理非管理者職位系列の最高職位であるが、その前の職位である

先任輸出入会計係も輸出入計理非管理者職位系列の最高職位であった。 

 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 与えられた仕事をやるけれども、積極的に問題点を発見するような態度がみられ

なかった。 

イ 中央執行委員長などをして、多い年には年間300時間を越える離席があり、そのた

め遂行した仕事量は他の社員に比べ著しく少なく、同僚が同人の仕事をカバーせざ

るを得なかった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、それぞれ「Ｃ」「Ｄ」「Ｃ」であった（なお、43年度～46年度まで７回の評定中、

「Ｃ」が２回、「Ｄ」が５回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管 理 者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

 35 約130   12   ４  Ｘ15   16 
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 Ｘ12 

 Ｘ16 

                              （48.3現在） 

⑦ 同職種・同職場（管理 経理）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年３月現在で、管理者は13名で非管理者は女性を除き15名である。非管理者の

うち最も古いのは35年入社のＸ15で他は40年入社の者１名、44年、45年入社の者各

２名、46年入社の者９名である。 

ちなみに経理の一ランク上の管理部門では、Ｘ15と同じ大学卒入社の者は６名い

るが、Ｘ15以外はすべて43年４月までに管理者となっている。 

イ 管理者への昇進年限 

経理の管理者13名のうち、10名が大学卒で、その昇進年限は入社後３年以内が５

名、一番遅いのは女性であるがこれも入社後９年で昇進している。ところがＸ15は、

入社後48年現在で13年経っているが、管理者に昇進していない。 

(4) Ｘ14 

① 入社歴 

昭和36年10月１日大学卒で入社。入社当時の職場は管理部経理課であったが、47年

当時の職場は、ディストリビューション オペレーションズ 輸入（海外のＩＢＭか

ら輸入する貨物の移動を安全、迅速にするための折衝などの業務を担当）であり、51

年８月１日以降の職場は、ディストリビューション オペレーション・サポート メ

ソド＆プロシージュアーである。 

② 組合歴 

40年従組本社支部執行委員、41年同支部副委員長、42年～47年従組ないし全金支部

中央執行委員、48年同支部書記長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――先任輸入管理係 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注）現在の職位は、ディストリビューション非管理者職位系列の最高職位。 

 

⑤ 昇進させられなかった理由 
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ア ＩＤＡＳ（輸入通関の申告書類を機械で作成するシステム）のプロジェクト・チ

ームのメンバーであった当時およびその後を通じて、カタログ・ジェネレーション

業務の進捗状況がはかばかしくなかった結果、部品の登録点数が不十分で通関が遅

れたり、税関からクレームが寄せられたことがあった。 

イ 中央執行委員としての離席が多く、処理した仕事量は、他の社員の比べ著しく少

なく、それが仕事の進捗状況等にも影響した。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｃ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｄ」が

４回、「Ｃ」が２回、「Ｂ」が１回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管 理 者 

（人数） 

非管理者（人数）  

非組合員 組合員 （申立人） 

 36 200数名 20～21   ６  Ｘ14 

 Ｘ11 

Ｘ21 

                         （48.3現在） 

なお、上記非管理者の中の非組合員には10数名のカストマー・エンジニアが含まれ

ている。 

⑦ 同職種・同職場（ディストリビューション）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年現在での従業員は74名で、そのうち25名が管理者で49名が非管理者である。

非管理者49名中Ｘ14と同年以前に入社したのは５名だけであり、その中には大学卒

でＸ14と同期入社の者が１名いる。この１名は配置転換を重ね現在の職場に転入し

てきたもので、48年９月ごろ当時の所属長は、昇進が遅れていることについて能力

的に標準以下である旨発言している。 

イ 管理者への昇進年限 

47年12月現在で36年以降に大学卒で入社した者のうち14名が管理者になっている

が、これらの者は入社後４年から６年で昇進している。ところがＸ14は入社後48年

現在で12年経っているが、管理者に昇進していない。 

ちなみに、本件申立て後の50年１月以降53年４月１日までの間、42年～45年の間

に入社した者７名（大学卒５名、高校卒２名）が管理者に昇進している。 

(5) Ｘ12 

① 入社歴 

35年４月１日大学卒で入社。入社当時の職場は、総務部文書課であったが47年時点

の職場は、本社事務管理 文書管理（複写機の管理、マニュアルの受付・配布、会社

経歴書の内容の更新および交付等の業務を担当）であり、52年１月１日以降の職場は、

本社事務管理 レコード・マネージメント 文書業務である。 

② 組合歴 

40年～41年従組本社支部書記長、42年～46年従組ないし全金支部中央執行委員、47

年同支部中央執行委員長、48年同中央執行委員。 
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③ 職位と職能格 

ア 職 位――文書管理係 

イ 職能格――主事補（50年当時）から副主事（52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注）◦  現在の職位は、文書管理非管理者職位系列の上から２番目であるが、最高職

位は不明。 

◦  管理者職位に昇進する場合、最も可能性のある職位について会社は明示して

いないが、47年時点で総務スぺシャリストの職位のあったことが認められるの

で（ ）で表示した。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 就業時間中居眠りをすることがときどきあった。 

イ 担当業務の能率を高めるための創意・工夫（例えば複写機の使用状況に関連して

経費節減のための企画・実施）をしなかった。 

ウ 46年12月頃、各自の担当業務について、能率向上、改善等のためのプランを提出

するよう指示したが、同人からは具体的な提案がなかった。 

エ 中央執行委員などをして離席が多く（多い年は300時間以上）仕事量も著しく少な

く、他の社員がカバーせざるを得ないこともよくあった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｅ」が

２回、「Ｄ」が５回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記Ｘ15〔(3)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（本社事務管理）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年９月現在で、管理者は25名である。勤続13年以上（Ｘ12と同じ35年入社）の

従業員は、23名いるがそのうち管理者は14名で、非管理者はＸ12を含む９名である。

９名のうち３名は当初夜警で採用された者、２名は工場からの配置転換者、１名は
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元自動車の運転手、１名は女性、残りの２名がＸ12と本件申立てをしその後取下げ

た者である。 

イ 管理者への昇進年限 

   学歴   人 数  昇進年限 

  大 学 卒     11   ５年～12年 

  短 大 卒     ４   ６年～10年 

  高 校 卒     ９   ４年～16年 

  中 学 卒     １   10年 

（48.9現在） 

Ｘ12は大学卒で入社後48年現在で13年経っているが、管理者に昇進していない。 

ちなみに、38年４月１日入社（大学卒）のＫは、48年４月１日付で文書保管担当

マネジャー（ファースト・ライン管理者）に昇進している。 

(6) Ｘ16 

① 入社歴 

昭和35年７月15日大学卒で入社。入社当時の職場は、人事部人事課（社内報の編集

を担当）であったが47年時点の職場は、広報部報道課（マス・メディアに対する資料

の提供、記者会見や取材の協力および客先向け評論誌「無限大」の編集を担当）であ

り、52年１月以降の職場は広報 広報活動である。 

② 組合歴 

40年従組分会執行委員、41年～43年同本社支部執行委員長、44年～48年従組ないし

全金支部本社分会執行委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――先任広報員 

イ 職能格――主事補（50年当時）から主事（52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注）現在の職位は、広報非管理者職位系列の最高職位。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 46年初めまで報道関係業務を担当していたが、マスコミ関係者との折衝能力など

の点で問題があった。 

イ 同人はその後前記「無限大」の編集を担当したが、暇な時があっても、他の同僚

達を援助したりしなかった。また勤務中電話機に「外出」と書いた紙片をはさんで
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しばしば外出したため、業務上支障のあったこともある。 

ウ 同人のキャリアからみて「無限大」の編集だけでなく、広い範囲の業務にチャレ

ンジする必要があったにかかわらず、それをしなかった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｃ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｄ」が

３回、「Ｃ」が４回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記Ｘ15〔(3)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（広報）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年８月現在で、30歳以上の従業員は21名おり、うち15名が管理者である。管理

者の学歴別内訳は、大学卒（含大学院卒２名）が13名、残り２名が高校卒である。

他方非管理者はＸ16のほかに４名いるがこのうち３名は女性、１名は入社歴４年の

大学卒者である。 

イ 管理者への昇進年限 

大学卒13名の昇進時期は、入社後１年以内から13年（13年の者は女性）であり、

高校卒２名は入社後７年と11年で昇進している。Ｘ16は、大学卒入社で、入社後48

年現在で13年経っているが管理者に昇進していない。 

ちなみに、44年４月大学卒で入社したＴは、53年１月管理者に昇進している。 

(7) Ｘ11 

① 入社歴 

昭和36年４月１日大学卒で入社。入社時の職場は、千鳥町工場技術部製品技術課で

あったが、47年時点から現在までの職場は、藤沢工場 品質保証 品質企画（ＩＢＭ

機械製品の品質を効果的に保証するため関係部門を指導・調整する係で、Ｘ11は47年

当時管理、データ・レポーティング・グループに属し、品質情報に関するデータ処理

の機械化および品質情報についての各種レポートの作成業務を担当）である。 

② 組合歴 

40年従組大田支部執行委員、41年～45年同従組中央執行委員、46年全金支部藤沢分

会副委員長、47年～48年同分会書記長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――アソシエイト・コーリティー・エンジニア 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 
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（注） ◦  現在の職位は、アソシエイト・コーリティ・エンジニア系列の非管理者

職位の最高職位。 

◦  管理者職位に昇進する場合最も可能性のある職位について会社は明示し

ていないが、46年４月時点でスタッフ・エンジニアの職位のあったことが

認められるので（ ）で表示した。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 指導性という面では、品質保証職場内のレポート利用者の要求をとりまとめる場

合も、特にすぐれた指導性の発揮は見られず、また積極的にリーダーシップを発揮

して問題解決に取り組んだというケースもなく指導者としての資質がなかった。 

イ データ・レポーティング業務担当としてプログラミング・マシン・オペレーショ

ンだけでなく、システム・デザインをも担当し、品質保証内全体のレポート類にお

ける位置づけ、オペレーションとの関係、重要度の検討、レポート利用者の要求の

調整を、レポートの有効性、費用の点などから検討すべきであったが、同人はこれ

をしなかった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｃ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中、「Ｃ」が

２回、「Ｄ」が４回、「Ｅ」が１回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記Ｘ14〔(4)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（藤沢工場 品質保証）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

イ 管理者への昇進年限 

大学卒者10名の昇進は入社後３年～11年で昇進しており、高校卒者６名中５名は

入社後７年～11年で、残りの１名は13年で昇進している。 

Ｘ11は、大学卒入社で入社後48年現在で13年経っているが、管理者に昇進してい

ない。 
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管理者・非管理

者別 

     学歴 

入社年度 

管理者（人数） 

 

非管理者（人数）  

計 

大学卒 高校卒 大学卒 短大 

高専卒 

高校卒 中学卒 

26    １       １ 

28   １   １     １    ３ 

29   １    １      ２ 

30   １       １   ２ 

31       １    １ 

34        １   １ 

35    ３     １    ４ 

36   １    １ 

（Ｘ11） 

   ３    ５ 

37    １   ２    １    ４ 

40   ４    ３      ７ 

41   ２    １   １   ６   １   11 

計   10   ６   ８   １   13   ３   41 

（注）42年度入社以降は、非管理者のみ。         （47.12.1現在） 

(8) Ｘ21 

① 入社歴 

昭和36年４月１日大学院卒で入社。入社当時の職場は、計算センター科学計算課で

あったが、47年時点の職場は、ＤＣ営業企画ＤＣアプリケーション開発（汎用プログ

ラムの開発・保守等の業務を担当）であり、48年２月～50年３月までの職場はＤＣ開

発ＤＣ第一ＰＡ開発であった。51年２月１日以降の職場は、ＤＣＳアプリケーション・

サポート ＤＰＡサポートである。 

② 組合歴 

41年従組神田支部書記長、42年同中央執行委員、43年同神田支部執行委員長、44年

同支部副委員長、45年全金支部ＤＣ分会副委員長、46年同分会委員長、47年～48年同

分会副委員長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＣアソシエイト・アプリケーション・エンジニア 

イ 職能格――副主事（50年当時）から主事（52年現在） 

④ キャリア・パス 
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（注） ＤＣアプリケーション・エンジニアからＤＰシステムズ・エンジニアへの職位 

の変更は、職位の再編成・統合によるもので、いずれも非管理者職位の最高職位。 

 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 47年当時、半月毎に担当業務の進捗状況等のレポートを提示させていたが、同人

はこれを「いつも文書の提出要求してくるのは納得できない」としてこれを拒否し

た。 

イ 45年～47年までＡ＆Ｃを拒否し、目標設定等も全くしなかった。 

ウ プロジェクト・チームの一員として開発作業に従事していたが、チームリーダー

に対して適宜の報告をせず、また開発手法の相談もせず、チームワークを乱すなど

のことが多かった。 

エ アプリケーション開発担当者として、市場調査をするとか、新しいアイデアを出

すとかすることによって開発のためのプロジェクトを提案するということがなかっ

た。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｄ」が

１回、「Ｅ」が６回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記Ｘ14〔(4)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同期・同職場（ＤＣ開発）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年８月１日現在、42年以前入社の従業員は13名であり、うち11名が管理者であ

る。非管理者はＸ21のほかは42年入社の者のみである。  

イ 管理者への昇進年限 

管理者11名は全員大学卒であって、うち男子社員10名は入社後４～６年で昇進し

ており、女性１名は入社後９年で昇進している。Ｘ21は、大学院卒で入社後48年現
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在で12年経っているが管理者に昇進していない。 

(9) Ｘ３ 

① 入社歴 

昭和39年４月１日大学卒で入社。入社時の職場は東京第一営業所システム課であっ

たが、47年当時の職場は、東日本営業本部 第三営業部 第一営業所 システム課（ア

ジア経済研究所のシステムの置換作業と目黒区役所への情報システムの導入を担当）

であり、48年１月～12月までの職場は、同本部第一営業部 第一営業所システム課で

あった。50年１月１日以降は、同営業所ＳＥである。 

② 組合歴 

41年従組麹町支部執行委員、42年～44年同八重洲支部執行委員長、45年～46年従組

ないし全金支部中央執行委員、47年支部ＤＰ分会書記長、48年支部執行委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＰシステムズ・エンジニア 

イ 職能格――主事補（50年当時）から副主事（52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注） 現在の職位は、ＤＰシステムズ・エンジニア職位系列の非管理者職位の最高職 

位。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア スケジュール以外の仕事は、緊急の仕事ができても行わず、同僚からたびたび苦

情がでた。 

イ 社員証（ピクチャー・バッジ）を着用せず、時間外勤務の事前申請も行わず、さ

らに「ビジネス・コンダクト・ガイドラインズ」の署名を拒否した。 

ウ 組合活動を理由に、十分な引き継ぎもなく離席することが多く、客先との対応に

支障をきたすことが多かった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定は、すべて

「Ｄ」）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 
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入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

  39 230～240   36    ４  Ｘ３ 

 Ｘ５ 

  40 

（48.3現在） 

⑦ 同職種・同職場（東日本営業本部 第一営業部 第一営業所）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年11月１日現在で41年以前入社の従業員は９名いたが、うち７名が管理者で、

残る２名の非管理者がＸ３と後記(10)Ｘ５である。 

イ 管理者への昇進年限 

７名の管理者はすべて大学卒で、入社後５年から８年で昇進している。Ｘ３は入

社後48年現在で９年経っているが、管理者に昇進していない。 

(10) Ｘ５ 

① 入社歴 

昭和39年４月１日大学院卒で入社、入社時の職場は、本社ＳＥ部であったが、47年

当時の職場は、東日本営業本部 第三営業部 第一営業所 システム課（大学研究所

等の情報処理システムの販売活動の技術援助、導入活動を担当）であり、48年１月～12

月までの職場は、同本部 第一営業部 第一営業所 システム課であった。50年１月

以降の職場は、同営業所 営業所ＳＥである。 

② 組合歴 

41年従組麹町支部執行委員、42年～45年同八重洲支部書記長、46年全金支部ＤＰ分

会執行委員、47年支部執行委員、48年同ＤＰ分会執行委員長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＰシステムズ・エンジニア 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注） 現在の職位は、ＤＰシステムズ・エンジニア職位系列の非管理者職位の

最高職位。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 客先との約束時間に遅れることがあり、また組合活動と称して十分な引き継ぎも

なく仕事を中断した。 
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イ 「ビジネス・コンダクト・ガイダンス」の署名や、社員証の着用をしなかった。 

ウ 約束の時刻に客先に到着しなかったり、出先から会社へ何の連絡もなく帰宅する

ので、客先からの問い合わせに会社が対処できなかったりするなど苦情が寄せられ

ることが数多くあった。 

エ 中央執行委員をしていたが、仕事上申し送りや引き継ぎもなく離席するため、業

務の支障があった。 

オ 夜間作業を一方的に拒否することが多く、他のＳＥでカバーせざるを得ないこと

が数多くあった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｃ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｄ」が

１回、他は「Ｃ」）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

前記Ｘ３〔(9)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（東日本営業本部 第一営業部 第一営業所）の昇進状況 

前記Ｘ３〔(9)⑦〕の場合と同じ。 

(11) Ｘ19 

① 入社歴 

昭和40年４月１日大学卒で入社。入社当時の職場は、サービス・ビューロー部プロ

グラム・サービスであったが、47年当時の職場は、東日本ＤＰサービス・センター 東

京データ・センター・サービス 東京第三データ・センター 第三アプリケーション・

サービス（建築、土木関係の客先から委託を受けた技術的分析、プログラムの作成等

を担当）であり、現在に至っている。 

② 組合歴 

42年従組神田支部執行委員、43年～47年従組ないし全金支部中央執行委員、48年支

部ＤＣ分会副委員長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＣアソシエイト・アプリケーション・エンジニア 

イ 職能格――主事補（50年当時）から副主事（52年現在） 

④ キャリア・パス 
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（注） ＤＣアプリケーション・エンジニアからＤＰシステムズ・エンジニアへの職位

の変更は、職位の再編成によるもので、いずれも非管理者職位の最高職位。 

 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 客先を訪問する約束をしながら、事前に連絡もせず、約束を破ったり、遅刻をし

たりしたことがあった。 

イ 47年４月頃、納期遅れについて客先と十分折衝を行っていなかったため、苦情が

寄せられたことがあった。 

ウ 不在の場合の仕事の処理について、所属長や同僚に十分な引き継ぎをしなかった

ため、客先からの問い合わせに誰も答えられないことがたびたびあった。 

エ 請求の締切日に、他の者に請求処理を行えるよう引き継ぎもせず、休暇をとるこ

とが何度かあった。そのため請求が１か月遅れとなり、他に影響を及ぼした。 

オ 毎日所属長に提出することを義務づけられていたジョブ・シート（１日の作業内

容を種類別に、それに要した時間数とともに記入するもの）をあまり提出しなかっ

た。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期・47年度前期・後期の人事評定はい

ずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期までの７回の評定中、「Ｅ」が２回、

「Ｄ」が５回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

  40 約300   68    ２  Ｘ19   40 

（48.3現在） 

⑦ 同職種・同職場（東日本ＤＰサービスセンター 東京データ・センター・サービス
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東京第三データ・センター 第三アプリケーション・サービス）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

47年１月現在で、第三アプリケーション・サービス担当マネジャー（ファースト・

ライン・マネジャー）のもとに９名の非管理者がおり、勤続年数の最も古いのはＸ19

である。 

イ 管理者への昇進年限 

大学卒者のアプリケーション・エンジニア系の昇進のための標準通算経験年数は

以下のとおりである。 

 

 職位 ＡＥＡ→ＡＡＥ ＡＡＥ→ＡＥ ＡＥ→ＡＡ 

Standard 入社後 １年６か月 ３年６か月 ６年 

同職位 ９か月 ２年 ２年６か月 

人事評定の下限 － Ｃ、Ｃ Ｃ、Ｂ、Ｂ 

M a s t e rま

たは他社経

験者 

入社後 １年６か月 ３年 ５年 

同職位 ９か月 １年６か月 ２年 

人事評定の下限 － Ｃ、Ｃ Ｃ、Ｂ、Ｂ 

 

（注） ＡＥＡ＝アプリケーション・エンジニア・アシスタント 

ＡＡＥ＝アソシエイト・アプリケーション・エンジニア 

ＡＥ ＝アプリケーション・エンジニア（非管理者職位の最高職位） 

ＡＡ ＝アドバイザリー・アナリスト（スタッフ管理者） 

上記９名の非管理者のうちＴ（45年９月１日入社）とＮ（43年９月１日入社）の

２名は、ともに中途入社で48年１月１日付でＡＡに昇進した。 

上記表のとおり、ＡＡＥからＡＥに昇進する標準通算経験年数は、３年６か月で

ある。44年４月入社のＡは、48年１月当時（入社後３年９か月）すでにＡＥとなっ

ていたが、40年４月入社のＸ19がＡＥに昇進したのは④のとおり48年10月15日付で、

入社後８年６か月経ってからである。その後現在まで管理者に昇進していない。 

(12) Ｘ６ 

① 入社歴 

昭和28年３月16日高校卒で入社。入社時の職場は本社技術部であったが、47年当時

の職場は藤沢工場 製品技術 第二ＣＰＵ製品技術（システム／３のグループに属し、

製品技術員として、関係部門への技術援助を担当）であり、51年９月１日以降の職場

は同工場 第二製造 第三ＤＰ製造である。 

② 組合歴 

40年～42年従組中央執行委員長、43年同中央執行副委員長、44年～45年同藤沢支部

執行委員長、46年～49年全金支部藤沢分会執行委員、50年中央執行副委員長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――一級技術変更分析係 

イ 職能格――副主事（50年当時）から主事（52年現在） 
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④ キャリア・パス 

 
（注）現在の職位は、技術変更分析係職位系列の非管理者職位の最高職位。 

 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア ピクチャー・バッジの着用等による企業機密を守るためのルールを遵守するよう

注意すると、「社員を信用しろ」といって従わなかった。 

イ 通常の技術変更の分析・処理業務はできたが、創案調査（技術分野の創案の提案

があった場合、関係エンジニアが調査・検討する）を担当した際、担当製品の機能

を組立配線図より分析できず何日も費した。そこでマネジャーが援助したらたった

１時間で解決したということがあった。 

以上挙示の事実有りとし、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果は

いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度後期まで７回の評定中「Ｅ」が２回、

「Ｄ」が５回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

  28   31   14    ３  Ｘ６ 

 Ｘ８ 

  17 

⑦ 同職種・同職場（藤沢工場 製品技術）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

管理者・非管

理者別 

    学歴 

入社年度 

管理者（人数） 非管理者（人数）  

計 大学卒 高校卒 大学卒 短大 

高専卒 

高校卒 中学卒 

25    ２       ２ 

 26   １        １ 

 27   １        １ 

 28      １   ３ 

（Ｘ６） 

  １   ５ 

 29   １      １    ２ 

 31   １      １    ２ 
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 34       １    １ 

35   ２      ３   １   ６ 

 36   １    １    １    ３ 

 37   ２        ２ 

 38     １   １     ２ 

 39   ７      ２    ９ 

 40   ５   ２   ２    ３    12 

計   21   ４   ４   ２   15   ２   48 

（47.12.1現在） 

（注）上記28年度入社で非管理者５名の内訳は、中学卒１名、他部門からの転入

者で経験の浅い者２名、女性１名であり、残り１名がＸ６である。 

イ 管理者への昇進年限 

高校卒入社４名の管理者への昇進年限は、入社後、５年、６年、10年および11年

である。Ｘ６は、入社後47年現在で19年経っているが管理者に昇進していない。 

(13) Ｘ８ 

① 入社歴 

昭和28年８月27日高校卒で入社。47年当時の職場は藤沢工場 製造 １／０製造 

第七製造（取引先の組立てた機械の受入検査業務およびＭ／Ｔ0029機種等のテスト後

の検査業務担当）であり、51年５月１日以降の職場は、同工場 製造コミュニケーシ

ョン・システムズ製造 第三コミュニケーション・システムズ製造である。 

② 組合歴 

組合結成以来組合員である。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＰシステム・アセンブラー 

イ 職能格――副主事（50年当時）から主事（52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注） ◦  シニア・ＤＰシステムズ・アセンブラーからチーフ・アセンブリー・テ
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クニシャンへの職位の変更は、職位の統合・再編成によるもので、変更前

の職位は非管理者職位の上から二番目であったが、変更後の職位は非管理

者職位の最高職位。 

◦  管理者職位に昇進する場合最も可能性のある職位について会社は明示し

ていないが、47年時点でテクニカル・アシスタントまたはスタッフ・アシ

スタントの職位のあったことが認められるので（  ）で表示した。 

⑤ 昇進させられなかった理由． 

ア 47年当時業務繁忙中にも私語が多く、所属長に注意されても「他人とたいしてか

わらない」と反論したり、了承していた休日出勤を何の連絡もなく休んだり、同僚

へ伝えただけで連続して５日間有給休暇をとったりした。 

イ 検査業務の主要目標であった品質向上の点では、まずまずの成績であったが、与

えられたもの以外の仕事をやるような積極的態度がみられなかった。 

ウ 担当内会議で決定された担当内安全当番制による週番を、所属長がやる仕事だと

いって拒否した。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｃ」が

１回、「Ｄ」が６回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記Ｘ６〔(12)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（藤沢工場 製造）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

管理者・非

管理者別 

学歴 

入社年度 

管理者（人数） 

 

非管理者（人数） 計 

大学卒 短大 

高専卒 

高校卒 中学卒 大学卒 高校卒 中学卒 

 26     １      １ 

 28    １   ９     ２ 

(Ｘ８) 

  12 

 29     １      １  ２ 

 30     ２      ２ 

 31        １ 

(Ｘ７) 

  １ 

 32   １    ２      ３ 

 33         １  １ 

 ３４      ３    ２   ３  ８ 

 ３５     ４     11   ６  21 

 ３６     ３     12   ４  19 

 ３７    ２   ３    １   １   ２  ９ 

 計   １   ３   25   ３   １   29   17  79 
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（48.3現在 女子を除く） 

イ 管理者への昇進年限 

高校卒管理者25名中、47年12月現在で管理者となっていることが判明している22

名についての昇進年限は、次のとおりである。 

昇進 

年限 

１年 

未満 

８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 20年 計 

人数  １  １  ６  ２  ３  ３  ２  ２  ２ 22 

Ｘ８は、入社後47年現在で19年経っているが、管理者に昇進していない。 

(14) Ｘ９ 

① 入社歴 

昭和28年８月21日中学卒で入社。入社当時の職場は藤沢工場製造部準組立課であっ

たが、47年当時の職場は藤沢工場 生産技術 第三生産技術（機械部品の国産化業務

グループの一員）であり、52年７月１日以降の職場は同工場 生産技術 プロセス技

術である。 

② 組合歴 

40年～43年従組大田支部執行委員、44年同中央執行委員、45年～46年全金支部中央

執行副委員長、47年同藤沢分会執行委員、48年中央執行副委員長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――アソシエイト・プロセス・エンジニア 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注） ◦  現在の職位は、マニファクチュアリング・エンジニア職位系列の非管理者

職位の最高職位。 

◦  管理者職位に昇進する場合最も可能性のある職位について会社は明示して

いないが、46年11月時点でスタッフ・エンジニアの職位のあったことが認め

られるので（ ）で表示した。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 担当業務はほぼ大過なくこなしてきたが、これといって優れた業績がなかった。 

イ 生産技術エンジニアに必要とされる全生産工程の総合的な企画力が不足であった。 
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以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｃ」であった（43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｄ」が１回、

「Ｃ」が６回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

比較対照すべき技術職系の中学卒者がいない。 

⑦ 同職種・同職場（藤沢工場 生産技術 但し直接製造部門である治工具製造を除く）

の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

管理者・非管 

理者別 

 

学歴 

入社年度 

管理者（人数） 

 

 

非管理者（人数）  

 計 

大学卒 短大卒 大学卒 短大 

高専卒 

高校卒 中学卒 

   25    １       １ 

   28   １      ２   １ 

(Ｘ９) 

  ４ 

   29      １     １ 

   30       １    １ 

   35        １   １ 

   36   １    １      ２ 

   37       １   １   ２ 

   38       １    １ 

   39   １    １   １     ３ 

   40   １    ２    １    ４ 

   41   ４      １    ５ 

   計   ８   １   ４   ２   ７   ３   25 

（47.12.1現在） 

イ 管理者への昇進年限 

中学卒・高校卒の管理者はいない。 

(15) Ｘ７ 

① 入社歴 

昭和31年９月17日高校卒で入社。入社当時の職場はカード工場であったが、47年当

時の職場は藤沢工場 製造 １／０製造 第三１／０製造（Ｍ／Ｔ1062－銀行用端末

装置－の組立・調整を担当するグループの一員として、主にＥＬＰテスト作業担当）

であり、51年10月１日以降の職場は同工場 第一製造 コミュニケーション・システ

ムズ製造 第二コミュニケーション・システムズ製造である。 

② 組合歴 

40年従組大田支部執行委員、41年～42年同支部副委員長、43年～44年同中央執行委

員、45年同藤沢支部副委員長、46年～48年全金支部藤沢分会委員長。 
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③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＰシステム・アセンブラー 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注） ◦  シニアＤＰシステム・アセンブラーからチーフ・アセンブリー・テク

ニシャンへの職位変更は職位の統合・再編成によるもので、変更前の職

位は非管理者職位の上から二番目であったが、変更後の現在の職位は非

管理者職位の最高職位。 

◦  管理者職位に昇進する場合最も可能性のある職位について会社は明示

していないが、47年時点で、テクニカル・アシスタント又はスタッフ・

アシスタントの職位のあったことが認められるので（ ）で表示した。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 「エクセル・サークルというのは、経営者が自分達の利益のために意識革命をね

らっているもので、皆と一緒にやる気になれない」といい、ＥＬＰテスト作業（再

度のチェック、調整、信頼性テスト）をスムーズに遂行するための関係部門との合

同の「エクセル・サークル活動」（任意に業務上の諸問題を検討し、作業の効率化、

良好な人間関係の維持向上を図る等を目的とした非管理者だけのグループ活動）に

参加しなかった。その結果、仕事の新しい進め方を理解できなくなり、他のメンバ

ーがいちいち教えるというわずらわしさが生じ、グループから孤立していきチーム・

ワークも乱すことになった。 

イ 時間外勤務が避けられない状況のときも残業には非協力的であった。 

ウ Ａ＆Ｃについては、目標達成設定を拒否した。 

エ ＥＬＰテスト作業遂行のための教育効果をテストしたところ、21人中19位の成績

であった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｅ」が

３回、「Ｄ」が４回）。 
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⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

   31    ３    ４    １  Ｘ７    ５ 

（47.12.1現在） 

⑦ 同職種・同職場（藤沢工場 製造）の昇進状況 

上記Ｘ８〔(13)⑦〕の場合と同じ。 

Ｘ７は、入社後47年現在で16年経っているが、管理者に昇進していない。 

(16) Ｘ22 

① 入社歴 

昭和34年10月26日高校卒で入社。入社当時の職場はデータ・プロセシング・センタ

ー科学計算課であったが、47年当時の職場は、東日本ＤＰサービスセンター 東京デ

ータ・センター・サービス モニター・サービス（客先からのプログラム相談、コン

ピューター使用上のトラブルのフォロー、客先に対する情報提供や講習会の実施を担

当）であり、48年７月１日～49年３月までは、東京データ・センター・サービス プ

ロジェクト・サポート・センター 第一プロジェクトであった。51年２月１日以降の

職場はＤＰサービス ＤＣＳプロジェクト・センター ＲＪＥである。 

② 組合歴 

40年従組中央執行委員、41年～44年同神田支部執行委員、45年全金支部ＤＣ分会執

行委員、46年同分会書記長、47年同分会副委員長、48年同分会執行委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＣアソシエイト・アプリケーション・エンジニア 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 
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（注） ＤＣアブリケーション・エンジニアからＤＰシステムズ・エンジニアへの

職位の変更は、職位の統合・再編成によるもので、いずれも非管理者職位の

最高職位。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 後輩社員に対するプログラム作成に関する技術的な指導を担当させたが不十分で

あった。 

イ 客先からの相談で難かしい問題に遭遇すると、同僚や所属長をあてにすることが

多かった。 

ウ 一つの仕事を最後まで遂行することができないため、他の社員がカバーせざるを

得ないことがあった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定は、いずれ

も「Ｄ」）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

  34   39   １８    ３  Ｘ22   21 

（47.12.1現在） 

⑦ 同職種・同職場（東日本ＤＰサービス・センター 東京データ・センター・サービ

ス プロジェクト・サポート・センター 第一プロジェクト）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

48年９月１日現在で、13名の従業員中、管理者は４名で非管理者は９名である。

管理者４名は36年～43年入社で、いずれも大学卒である。 

イ 管理者への昇進年限 

上記管理者４名の昇進は、入社後４年～９年である。 

(17) Ｘ17 

① 入社歴 

昭和35年１月６日高校卒で入社。47年当時の職場は東京ＤＰサービスセンター 東

京データ・センター・サービス 東京第二データ・センター 第三アプリケーション・

サービス（主として流通産業の客先を対象とした計算サービス業務の担当）であり、48

年７月１日～49年３月までは、東京データ・センター・サービス 東京第一データ・

センター 第二アプリケーション・サービスであった。51年２月１日以降の職場は、

東京第二データ・センターオペレーション・サポートである。 

② 組合歴 

40年～42年従組麹町支部書記長、43年同支部執行委員長、44年中央執行委員、45年

～47年全金支部中央会計監査およびデータ・センター分会執行委員、48年同分会執行

委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――ＤＰＳＣアソシエイト・プログラマー 

イ 職能格――主事補（50年当時）から副主事（52年現在） 
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④ キャリア・パス 

 

（注）現在の職位は、ＤＰシステムズ・エンジニア系列の非管理者職位の最高職位。 

 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 経営事務計算やプログラム言語についての知識は、水準に達していたが、これら

を活用して仕事に取り組むという姿勢が欠けていた。 

イ 仕事中に無駄話が多かった。 

ウ 46年秋から47年にかけて担当していた客先の継続計算業務について、同人の不注

意から客先に誤った計算結果を渡し信用を失った。 

エ Ａ＆Ｃで執務態度の改善等を指摘し、指導したが、成果を示さなかった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｄ」が

２回、「Ｅ」が５回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

  35   106   96   11  Ｘ17 

 Ｘ23 

  107 

（47.12.1現在） 

⑦ 同職種・同職場（東日本ＤＰサービスセンター 東京データ・センター・サービス

東京第一データ・センター 第二アプリケーション・サービス）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

管理者・非管理者 

別 

 

学歴 

入社年度 

管理者 

（人数） 

 

非管理者（人数） 

 

 

 計 

大学卒 大学卒 高専卒 高校卒 
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    35      １ 

（Ｘ17） 

  １ 

    38   １      １ 

    40      １   １ 

    41   １      １ 

    43    ３     ３ 

    45    １     １ 

    46    １   １    ２ 

    計   ２   ５   １   ２   10 

（48.9、１現在） 

イ 管理者への昇進年限 

高校卒の管理者はいない。非管理者８名中35年高校卒入社のＸ17は最も古いが、48

年９月当時の職位は、最下位のアソシエイト・プログラマーで、同職位にいたのは

Ｘ17より11年後の46年に高専卒で入社した者のみで、他の６名は、いずれもこれよ

り上位の職位であった。 

なお、Ｘ17は上記④のとおり52年４月に非管理者職位の最高職位に昇進している。 

(18) Ｘ23 

① 入社歴 

昭和35年３月１日高校卒で入社した。入社当時の職場は、データ・プロセシング・

センター管理室であったが、47年当時の職場は、東日本ＤＰサービスセンター 東京

コンピューティング・サービス・センター 第一プロセシング・サービス（設定され

ている電子計算処理組織を有効に利用し、ＤＣマーケッティング、マーケッティング

教育部門をサポートする業務を担当）であり、50年７月１日以降の職場は、同センタ

ー オペレーション・センター 第一プロセシング・サービスである。 

② 組合歴 

41年従組麹町支部執行委員長、42年同支部執行委員、44年同支部書記長、45年～46

年全金支部中央執行委員、47年～48年支部ＤＣ分会執行委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――コンピューティング・サービス係 

イ 職能格――主事補（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 
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（注） ◦  現在の職位は、コンピューティング・サービス系列の非管理者職位の

上から２番目である。最高職位はコンピューティング・サービス企画管

理係。 

◦  表記の管理者職位は、ファースト・ライン管理者、同人は管理者職位

への昇進を求めていない。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 同人の所属する組織では、交替勤務体制がとられていたのに、交替勤務を拒否し

た。 

イ 与えられた仕事だけでなく、自ら進んで難かしい仕事にチャレンジすることがな

かった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｃ」が３回、

「Ｄ」が４回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記Ｘ17〔(17)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（東日本ＤＰサービス・センター 東京コンピューティング・サー

ビス・センター）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

管理者・非管理 

者別 

 

学歴 

入社年度 

管理者（人数） 

 

 

非管理者（人数） 

 

 

 計 

大学卒 

 

高校卒 大学卒 高校卒 

    35   １   ５    １ 

（Ｘ23） 

  ７ 

    36    ２    １   ３ 

    37    １     １ 

    38   １     １   ２ 
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    39   １     ２ 

（Ｘ18） 

  ３ 

    40    ３   １   １ 

（Ｘ20） 

  ５ 

    ４    １    １   ２ 

    計   ３    12   １   ７    23 

（48.3現在 女子を除く） 

（注）42年以降入社の者は、すべて非管理者。 

 

イ 管理者への昇進年限 

高校卒管理者12名中判明した５名の昇進年限は、入社後各４年、５年、７年、９

年および10年であった。Ｘ23は、入社後48年現在で13年経っているが、管理者職位

にはもとより、非管理者職位の最高職位であるＣＳ企画管理係にも昇進していない。 

そして同人の所属するオペレーター系職位における非管理者の標準通算経験年数

（高校卒）は、以下のとおりとなっている。 

  職    位 標準通算経験年数  備    考 

ＣＳ  ３年６か月 ＳＣＳになったのは 

Ｘ23……13年11か月 

Ｘ20……12年９か月 

Ｘ18……10年６か月 

ＳＣＳ  ５年６か月 

ＣＳ企画管理係  ７年６か月 

（注） ＣＳ ＝コンピューティング・サービス係 

ＳＣＳ＝シニア・コンピューテイング・サービス係 

ＣＳ企画管理係＝コンピューティング・サービス企画管理係 

(19) Ｘ４ 

① 入社歴 

昭和36年４月１日高校卒で入社。47年当時の職場は、管理ビリング・センター 東

日本ビリング・センター 第三得意先（データ・センターの客先に対する請求業務、

売掛金回収業務を担当）であり、昭和52年４月１日以降の職場は、債権管理 コント

ラクト・ビリング標準請求である。 

② 組合歴 

41年従組職場新聞編集委員、42年麹町支部執行委員、43年～44年職場新聞編集委

員、45年～47年全金支部分会機関紙編集委員、48年ＤＰ分会執行委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――売掛債権管理係 

イ 職能格――主事補（50年当時）から副主事（52年現在） 

④ キャリア・パス 
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（注） ◦  現在の職位は、債権企画職位系列の非管理者職位の最高職位。 

◦  管理者職位に昇進する場合最も可能性のある職位について会社は明示して

いないが、47年時点で売掛管理スペシャリストの職位のあったことが認めら

れるので（ ）で表示した。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 47年に、「すでに昇給が決定し意味がない」といって、Ａ＆Ｃを拒否した。 

イ 47年に、宿泊を伴う教育には参加できないといい、セミナー参加を拒否した。 

ウ 渋滞売掛金回収につき、営業所と協力して解決しようとする態度が欠けていた。 

エ 47年４月～７月にかけて業務の引き継ぎを通じて新入社員Ｋを指導する立場にあ

ったが、Ｋが残業していても援助することなく帰ってしまった。 

オ 46年～47年にかけてほぼ毎日のように遅刻し、昼休み後、職場に戻るのも遅れた。 

カ 就業時間中、雑談や離席が多く、所属長が注意すると喰ってかかるなどがあった。

また「ドライブ・マップ」を長期間見ていたこともあった。 

キ 所属長が業務上の指示をしても「俺は職位が低い、これはスペシャリストのやる

仕事だ」といい、やらずじまいのこともあった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、「Ｅ」「Ｄ」「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中、「Ｅ」

が２回、「Ｄ」が４回、「Ｃ」が１回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

  36   105   161   11  Ｘ４ 

 Ｘ10 

  172 
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Ｘ13 

（47.12.1現在） 

⑦ 同職種・同職場（管理 ビリング・センター）の昇進状況 

上記、Ｘ１〔(1)⑦〕の場合と同じ。 

Ｘ４は、入社後48年８月現在で12年経っているが管理者に昇進していない。 

(20) Ｘ10 

① 入社歴 

昭和36年４月１日高校卒で入社、入社時の職場は、千鳥工場部品検査課であったが、47

年当時の職場は、生産統括 プロキュアメント・センター 技術 第二部品保証（機

械加工部品と鈑金部品の検査グループの一員）であったが、52年10月１日以降は、野

洲工場 品質保証 第一部品保証である。 

② 組合歴 

40年従組中央執行委員、41年～42年大田支部執行委員、43年～44年藤沢支部執行委

員、45年～47年全金支部中央執行委員、48年藤沢分会副委員長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――一級コーリティ・テクニシャン 

イ 職能格――副主事（50年当時から52年現在まで） 

④ キャリア・パス 

 

（注） ◦  現在の職位は、プロキュアメント・コーリティ・テクニシャン職位系

列の非管理者職位の最高職位。 

◦  管理者職位に昇進する場合最も可能性のある職位について会社は明示

していないが、46年３月の時点でスタッフ・エンジニア職位のあったこ

とがうかがわれるので（ ）で表示した。 
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⑤ 昇進させられなかった理由 

ア エクセル・サークル活動で、同人はその期待されるリーダーシップの発揮や提言

がほとんどなかった。 

イ 中央執行委員当時、離席が多く、日常業務の上で比較的影響の少ない業務を担当

していたが、業績はほぼ普通で優れたものはなかった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、「Ｃ」「Ｄ」「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｃ」が

２回、「Ｄ」が５回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記、Ｘ４〔(19)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（生産統括 プロキュアメント・センター）の昇進状況 

ア 管理者・非管理者 

管理者・非管

理者別 

学歴 

入社年度 

管理者（人数） 

 

非管理者（人数） 計 

大学卒 短大卒 高校卒 大学卒 高校卒 中学卒 

  25    １       １ 

  26      １     １ 

  27        １   １ 

  28   ２   １   ２    １   １   ７ 

  29    １   ２    ２    ５ 

  30   １   １   １      ３ 

  31    １       １ 

  32       １    １ 

  33     １   １     ２ 

  34   １        １ 

  35   ２     １   ３    ６ 

  36   ２    １    ３ 

（Ｘ10） 

   ６ 

  37     １    ３    ４ 

  38       １    １ 

  39   ３     １     ４ 

  40   ３      １    ４ 

  計   14   ５   ８   ４  15   ２   48 

（47.12.1現在） 

イ 管理者への昇進年限 

明らかでない。 

(21) Ｘ13 

① 入社歴 
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昭和36年４月１日高校卒で入社。入社当時の職場は、東京第二営業所事務課であっ

たが、47年当時の職場は、営業統括 業務管理 スケジュール業務 第三システム（貸

出機械の管理とアイドル・ケーブル・アサインメント業務を担当）であり、52年８月

１日以降の職場は、業務管理 業務企画である。 

② 組合歴 

40年従組本社支部執行委員、41年同支部副委員長、42年～43年同支部書記長、44年

同支部執行委員長、45年全金支部本社分会書記長、46年本社分会副委員長、47年～48

年支部中央執行委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――業務計画係 

イ 職能格――主事補（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注） ◦  現在の職位は、業務管理職位系列の非管理者職位の最高職位。 

◦  管理者職位に昇進する場合最も可能性のある職位について会社は明示

していないが、46年時点で先任企画員職位があったので（ ）で表示し

た。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 仕事に向う姿勢が消極的で問題があった。 

イ 仕事の進め方が自分の都合に合わせたやり方で、困難な局面を打開する姿勢がな

く、程度の低い定型業務を担当させざるを得なかった。 

ウ 組合役員をしていたため離席が多く、台帳やファイルの整理状況が悪く、離席中

他からの照会があった場合に支障があった。 

エ 47年当時、部品の確認の問い合わせに対し、その後も督促があったにもかかわら

ず、これに対応しなかった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

はいずれも「Ｅ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中「Ｃ」が３

回、「Ｄ」が３回、「Ｅ」が１回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

上記、Ｘ４〔(19)⑥〕の場合と同じ。 

⑦ 同職種・同職場（営業統括 業務管理）の昇進状況 
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業務管理に所属する従業員は、47年12月当時77名であって、そのうち判明している

３名の管理者のうち、２名はＸ13と同期同学歴入社で、それぞれ43年、44年に管理者

に昇進している。他の１名も同じ高校卒で39年に入社し、46年に管理者に昇進してい

るが、その他の者についての実体は明らかでない。 

(22) Ｘ18 

① 入社歴 

昭和39年４月１日高校卒で入社。入社当時の職場は、東京サービス・ビューロー計

算課であったが、47年当時の職場は、東日本ＤＰサービス・センター 東京コンピュ

ーティング・サービス・センター 第三プロセシング・サービス（客先データの保管

管理業務と電子計算処理組織のオペレーション業務を担当）であり、48年２月１日以

降の職場は、同センター第三プロセシング・サービスである。 

② 組合歴 

45年全金支部ＤＰ分会執行委員、46年～48年同分会書記長。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――コンピューティング・サービス係 

イ 職能格――主事補（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注） ◦  現在の職位は、コンピューティング・サービス係系列の非管理者職位

の上から２番目。 

◦  表記の管理者職位は、ファースト・ライン管理者。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 同人の所属する職場は、24時間稼動で交替勤務制であるが、格別健康上の理由も

ないのに交替勤務を拒否した。 

イ 新しい機械のオペレーションに積極的に取組む姿勢もなく、業績もはかばかしく

なかった。さらに知識・スキルが不足し後輩にリーダーシップをゆずるなど、指導

者としての資質があるとは判断できなかった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年度後期、47年度前期・後期の人事評定結果

は、いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定中、「Ｅ」が

１回、「Ｄ」が６回）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 
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入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

  39   30   62    １  Ｘ18   63 

（47.12.1現在） 

⑦ 同職種・同職場（東日本ＤＰサービス・センター 東京コンピューティング・サー

ビス・センター）の昇進状況 

上記、Ｘ23〔(18)⑦〕の場合と同じ。Ｘ18は入社後48年現在で９年経っているが、

管理者に昇進していない。しかも非管理者職位の最高職位であるＣＳ企画管理係にも

昇進していない。 

(23) Ｘ20 

① 入社歴 

昭和40年４月１日高校卒で入社。入社当時の職場は、サービス・ビューロー部計算

課であったが、47年当時の職場は、東日本ＤＰサービス・センター 東京コンピュー

ティング・サービス・センター 第二プロセシング・サービス（設置されている電子

計算処理組織を有効に利用し、ＤＣマーケティング、マーケティング教育部門をサポ

ートする業務を担当。但し、46年１月～47年12月までの間４回本人の業務は変更）で

あり、48年２月１日以降の職場は、同センター、オペレーション・サービスである。 

② 組合歴 

46年～48年全金支部中央執行委員。 

③ 職位と職能格 

ア 職 位――コンピューティング・サービス係 

イ 職能格――主事補（50年当時から52年現在） 

④ キャリア・パス 

 

（注） ◦  現在の職位は、上記Ｘ18(22)④の場合と同様、非管理者職位の上から

２番目。 

◦  表記の管理者職位は、ファースト・ライン管理者。 

⑤ 昇進させられなかった理由 

ア 無断欠勤が多く、就業時間中マンガ本を見るなど勤務態度に問題があり、加えて

交替勤務を拒否した。 

イ また、仕事の引き継ぎをせず、中央執行委員活動で離席してしまい、同僚から非
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難があった。 

ウ Ａ＆Ｃの際、何もやりたくないなどと広言するような執務態度であった。 

以上挙示の事実有りとして、同人の46年後期、47年度前期・後期の人事評定結果は、

いずれも「Ｄ」であった（なお、43年度～46年度前期まで７回の評定は、いずれも「Ｄ」）。 

⑥ 同期・同学歴入社の者の昇進状況 

入社年度 管理者 

（人数） 

非管理者（人数） 

非組合員 組合員 （申立人）   計 

  40   23   83   ２  Ｘ20   108 

（47.12.1現在） 

⑦ 同職種・同職場（東日本ＤＰサービス・センター 東京コンピューティング・サー

ビス・センター）の昇進状況 

上記、Ｘ23〔(18)⑦〕の場合と同じ。Ｘ20は非管理者職位の最高職位であるＣＳ企

画管理係にも昇進していない。 

第２ 判断 

１ 却下を求める会社の主張について 

(1) 申立人全金東京地本並びに申立人中Ｘ１ら19名については申立人資格がないとの点に

ついて 

〔会社の主張〕 

申立外全金東京地本日本アイ・ビー・エム支部は、財政面においてその３割以上も被

申立人会社から経費援助（中央執行委員活動による不就労時間を各人の本給で計算した

ものの合算額の支給）を受けているのであるから、労組法第２条但書に該当し、救済申

立ての資格を欠くことは明らかである。従って、そのような同支部の上部団体である申

立人全金東京地本も少なくとも本件に関する限りは申立人資格がない。また申立人組合

員19名（Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ５、Ｘ６、Ｘ７、Ｘ９、Ｘ10、Ｘ11、Ｘ12、Ｘ13、Ｘ14、

Ｘ15、Ｘ17、Ｘ19、Ｘ20、Ｘ21、Ｘ22、Ｘ23）は、いずれも上記中央執行委員経験者で

あるから、上記労組法の趣旨からみて申立人資格がない。 

〔判  断〕 

上記支部は本件の申立人となっていないのであるから、その申立人資格を直接云々す

る必要はないのみならず、上部組合がその傘下にある組合の組合員のために不当労働行

為の救済申立てをなし得ることは一般に認められているところであるから、たとえ傘下

の組合につき会社のいうような事情が存在したとしても、上記支部の上部団体たる全金

東京地本の申立人資格が否定されるいわれはない。 

またＸ１ら19名の申立ては、いわゆる個人申立てであって、所属組合の資格にかかわ

りなく労働者個人として救済申立ての許されることは、労働組合法第５条第１項但書の

明定するところであり、この場合その労働者が所属組合のいかなる地位にあったかは問

題とならない。従って、上記会社の主張は理由がなく、採用できない。 

(2) 不当労働「行為」を構成する具体的事実の主張が欠如しているという点について 

〔会社の主張〕 

申立人らは、本件審査の対象となるべき、会社の不当労働「行為」について何ら具体

的に主張していない。すなわち、申立人らは、昭和47年12月１日付で管理者職位などへ
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の昇進等を求めているが、それなら被申立人会社が同日付で他の社員を管理者に昇進さ

せたのに、申立人らは昇進させられなかったというような差別「行為」の具体的主張を

なすべきであるにかかわらず、単に同日付での救済を求めるのみで「行為」の内容を具

体的に特定していない。従って、労働委員会規則第34条１項１号に基づき却下さるべき

である。 

〔判  断〕 

申立人らが、上記47年12月１日付で救済を求めている趣旨は、会社主張のような意味

ではなく、会社が従前から申立人らに対し昇進・昇給の差別「行為」を繰り返している

として、ただその是正を求める時期を、会社における昇給時に合わせ本件申立て前１年

以内の上記時期を選んだものと解される。しかして、本件審査の対象となるのは、申立

人らの主張するような従前からの昇進・昇給差別「行為」の有無であり、申立人らもこ

れらの事実については具体的に主張しているのであるから「行為」が特定していないと

の会社の主張は採用できない。なお、上記是正時期については申立ての範囲内において

労働委員会が、その裁量により決定し得ることを附記する。 

(3) 管理者職位への昇進を求めることは許されないとの点について 

〔会社の主張〕 

申立人らは、単に賃金上の取扱いについての救済ではなく、現実に「担当マネジャー」

「課長」「所長」等のライン管理者職位につかせることを求めているが、かような申立て

は会社固有の経営権を不当に制限・拘束するもので、法律上許されないから、労働委員

会規則第34条１項６号により却下を免れない。 

〔判   断〕 

① 会社においては、ファースト・ラインにおけるスタッフ管理者以上の地位にある者

を管理者として取扱っているが、そのうちファースト・ラインのライン管理者以上の

地位にある者は、前段認定のとおり〔第１の４(2)①アおよび同(3)②④〕、昇進・昇給

その他の人事についてかなりの権限を有していると認められるので、会社のいうとお

り労働委員会が申立人らにつきこれらの管理者職位への昇進を命ずることは相当でな

い。 

② しかしながら、ファースト・ラインにおけるスタッフ管理者の場合は、会社におい

て管理者職位とはされているが、前段認定のとおり〔第１の４(3)②〕部下を直接もた

ず、単にファースト・ライン管理者を補佐するにとどまり、その実体は一般の従業員

とさほど変るところはないと認められる。従って、会社に対し、本件不当労働行為の

差別是正を命ずるとした場合、同職位ないし同相当職位にまでの昇進を命ずることは

差支えないものと思料する。 

２ Ｘ１ら23名の各人別人事評定結果の当否と本件不当労働行為の成否について 

(1) 当事者の主張 

申立人らは、本件昇進・昇給差別はＸ１ら23名がいずれも組合ないし全金の組合員で

あること、もしくは組合活動を行ったことを会社が嫌悪し、その組織を破壊する意図の

もとに行った不当労働行為であると主張する。 

これに対して会社は、昭和47年12月１日（申立人らが求めている昇進時期）現在、非

管理者である者は組合員だけではなく、非組合員も多数おり、しかもその人数比は組合
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員に比して、はるかに大きいのであるから、申立人らのいうような「組合員差別」は全

く存在せず、また「管理者昇進基準」に照らし、継続してすぐれた業績（人事考課の評

定が原則として過去３回すべてＡ）が必要とされるところ、申立人Ｘ１ら23名の業績は

いずれも普通以下（人事考課の評定がＣ以下）であったから、管理者への昇進など全く

考えられなかったと主張する。 

(2) Ｘ１ら23名の組合員に対する各人別人事評定結果の当否〔第１の５(1)～(23)各⑤の事

由〕 

〔Ａ〕Ｘ１ら組合員に共通するマイナス評価事由について 

ア 組合活動による離席が多いこと 

就業時間中の組合活動に伴う離席によって、多かれ少なかれ業務上支障をきたす

ことは見易いところであるが、会社は中央執行委員の就業時間内の組合活動をとも

かくも認めていたのであるから、これによる離席を「業務成績」のマイナス評価事

由とすることは、一方的に過ぎ相当でない。 

イ 人事施策に対する非協力 

たしかに会社の経営理念に基づく人事の諸施策（Ａ＆Ｃ、ビジネス・コンダクト・

ガイドラインズ、エクセル活動等）に対し、組合員らが非協力的態度をとることは、

従業員として許されないというべきである。しかし、さきにも認定したとおり、こ

れらの諸施策は昭和42年以降実施された職務給的賃金体系と一体をなすものとして

行われたものであるところ、その間、たとえばＡ＆Ｃを例にとってみても、その本

来の目的を超えて組合切崩しのチャンスとして利用された形跡もうかがえるのであ

って〔第１の３(3)〕、組合がこうしたことから会社の上記諸施策に抵抗感を抱くに

至ったとしても、強ち非難し難い側面もある。とすれば、組合員らの態度にも頑な

にすぎる面があったとはいえ、会社としても、上記諸施策の運用面において欠ける

ところがなかったとはいえないのであるから、自らの非を措いてこの点のマイナス

評価を重くすることは相当でない。 

ウ 仕事に対する積極性、指導性、責任感、協調性の欠如 

会社は個別の事実を指摘して、組合員らに以上４項目の人事考課上のマイナス要

素があったと主張するが、たとえそれが事実であったとしても、これと比較対照す

べき他の従業員の勤務振りがどうであったかについての具体的疎明は明らかでない

のみならず、それが人事考課表上どの程度のマイナス評価点となったかについても

会社は全く明らかにしていないのであるから、組合員らに対するこれらの事由によ

るマイナス評価が果して相当といえるかどうかをこのままで判断することは困難で

ある。 

〔Ｂ〕組合員個別のマイナス評価事由について 

ア Ｘ１〔第１の５(1)⑤の事由〕 

①支払期日等の確認を怠ったことによる入金予定の狂いについては、Ｘ１自身反

省すべきであり、また、入金予定水準確保の要請に対する同人の感情的発言や、カ

ーボンはがしを手伝わなかった態度も責められるべきであろう。②しかしそれらが

人事考課表上どの程度のマイナス評価となったのかは、明らかにされていない。③

さらに会社は、管理者へ昇進した他の同僚の「仕事振り」ないし「仕事の成果」に
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比し、同人がいかに劣るかの立証を試みているが、同人の上記マイナス評価事由と

されている個別的事実は、いずれもその程度のこととしては同人を上記管理者へ昇

進した同僚とを区別すべき決定的メルクマールとなるようなものとは到底解し得な

い。④従って、以上の諸点を勘案すれば、会社が同人の人事考課を三期引き続き「Ｄ」

と評価したことの合理性については、全体として疑わしいものがあるといわざるを

得ない。 

イ Ｘ２〔第１の５(2)⑤の事由〕 

①課長が緊急な業務を依頼したときのＸ２発言、客先から緊急のプロポーザルの

要請があった際、同人だけが残業しなかった態度などは、責めらるべきであろう。

②しかし、前述Ｘ１の場合と同様（ア②）それらが人事考課表上どの程度のマイナ

ス評価となったのかが明らかにされていない。③しかも、同人の上記マイナス評価

事由とされている個別的事実は、いずれもその程度のこととしては同人を管理者へ

昇進させないことの決定的メルクマールとなるようなものとは到底解し得ない。④

従って、同人の人事考課を三期引き続き「Ｃ」と評価したことの合理性については、

全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

ウ Ｘ15〔第１の５(3)⑤の事由〕 

①会社は、同人は与えられた仕事をするだけで、新しい問題にチャレンジするよ

うな姿勢がみられないというが、当時会社が同人の経験をさらに生かすような業務

を担当させるなどの措置を講じたような形跡はみられないのであるから、同人にの

み責を帰することは一面的にすぎるといわなければならない。②しかも、前述Ｘ１

の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ15の人事考

課を三期にわたり「Ｃ」「Ｄ」「Ｃ」と評価したことの合理性についても、全体とし

て疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

エ Ｘ14〔第１の５(4)⑤の事由〕 

①カタログジェネレーション業務進捗状況の遅れのため税関からクレームが寄せ

られたというが、その間の具体的事情はそれほど明らかではない。②しかも前述Ｘ１

の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ14の人事考

課を三期とも「Ｃ」と評価したことの合理性については、全体として疑わしいもの

があるといわざるを得ない。 

オ Ｘ12〔第１の５(5)⑤の事由〕 

①同人は、担当業務改善についてのプランを提出しなかったというが、同人はプ

ランを提出しており、ただその内容が上司の意に副わないという程度のものとみら

れる。②しかも、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考え

れば、会社がＸ12の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したことの合理性については、

全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

カ Ｘ16〔第１の５(6)⑤の事由〕 

①同人のマスコミ関係者との折衝能力に問題があり苦情が出たこともあったが、

これについては当時の責任者であった所属長の側にも報道関係者に対する日常の折

衝の仕方に配置を欠いていた面もうかがえるのであり、また雑誌「無限大」の編集

に取組む姿勢が消極的であるという点については、具体性に欠ける嫌いがある。②
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しかも、前述のＸ１の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれば、

会社がＸ16の人事考課を三期とも「Ｃ」と評価したことの合理性については、全体

として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

キ Ｘ11〔第１の５(7)⑤の事由〕 

①同人は、データ・レポーティング業務担当者として費用の低減などを検討しな

かったという点については、それ自体反省すべきことであろう。また同人はプログ

ラミング・マシン・オペレーションの仕事にのみ固執したというが必ずしもそうと

ばかりはいえず、同人がシステム・デザインの会議を主催しているなどの側面もう

かがえるのであり、会社がマイナス評価として指摘する事実は一面的すぎる嫌いが

ある。②しかも、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考え

れば、会社がＸ11の人事考課を三期とも「Ｃ」と評価したことの合理性については、

全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

ク Ｘ21〔第１の５(8)⑤の事由〕 

①なるほど同人が半月毎のレポートの提出をしなかったことや、開発プロジェク

トチームの一員としてチームリーダーへの報告をしなかったことなどは従業員の執

務態度として穏当を欠くものといえる。しかし、同人の数学的知識が優れているこ

とは会社自らも認めるところであるから、会社はこの点に関する同人の自負心を損

わないよう配慮してこれを指導するのがベターである。従って、これらの事案をこ

とさら大きなマイナス評価事由とすることはいささか酷にすぎる感がある。②しか

も、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれば、会社が

Ｘ21の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したことの合理性については、全体として

疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

ケ Ｘ３〔第１の５(9)⑤の事由〕 

①同人について会社の指摘しているスケジュール以外の仕事はしないというよう

な事実については、同人の場合特に業績が秀でているシステム・エンジニアに与え

られる「マーケッティングエクセレンス賞」を会社から受賞している事実に照らし、

とりたててマイナス評価の主要事由とするほどのものとは考えられない。②しかも

前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ３

の人事考課を三期とも「Ｃ」と評価したことの合理性については、全体として疑わ

しいものがあるといわざるを得ない。 

コ Ｘ５〔第１の５(10)⑤の事由〕 

①同人が約束の時間に間に合わなかったため客先から苦情が寄せられたというが、

その間の具体的事情については必ずしも明確でない。却って、同人には電算機の創

造的な適用をした者に与えられる「クリエィティブ・アプリケーション賞」を受賞

するなどの業績も認められるのである。②しかも、前述Ｘ２の場合と同様の事情（イ

②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ５の人事考課を三期とも「Ｃ」と評

価したことの合理性については、全体として疑わしいものがあるといわざるを得な

い。 

サ Ｘ19〔第１の５(11)⑤の事由〕 

①会社は同人の客先との折衝に不手際があったことをいくつか指摘しているが、
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たとえそうであったとしても、同人はもともとアプリケーション・エンジニアの職

位にあるのであるから、これらセールスマン的側面の弱点をことさらとりあげ、マ

イナス評価の事由とすることには疑問がある。しかも本来の職務については、会社

も同人の構造解析の知識とかプログラミングの能力がかなり優れていたことを認め

ているのである。②しかも、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存すること

を併せ考えれば、会社がＸ19の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したことの合理性

については、全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

シ Ｘ６〔第１の５(12)⑤の事由〕 

①会社の指摘するように、同人は通常の業務処理は長年の経験に基づいて処理で

きるが、たとえば創案調査担当などエンジニアとしてより高度の能力面では難点が

みられることがうかがえる。②しかし、これらの事実が前述Ｘ１の場合と同様（ア

②）人事考課表上どの程度のマイナス評価となったのかは明らかでないのみならず、

このように業績、能力などで難点が認められる場合、人事考課表全体のなかで、こ

れが果してどれだけのウエイトを占めているのかについても全く明らかにされてい

ない。③従って、上記事由を含めたマイナス評価事由全体の当否を判断することは

困難であり、結局、会社がＸ６の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したことの合理

性については疑念を抱かざるを得ない。 

ス Ｘ８〔第１の５(13)⑤の事由〕 

①業務繁忙中、私語が多いことや担当内安全当番制による週番を拒否するなどの

態度は、同人としても責めらるべき点であるが、この種のことがことさらマイナス

評価の重大要素となるとは考えにくい。②しかも、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア

②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ８の人事考課を三期とも「Ｄ」と評

価したことの合理性については、全体として疑わしいものがあるといわざるを得な

い。 

セ Ｘ９〔第１の５(14)⑤の事由〕 

①会社は、同人の生産技術員としての標準的実績を認めつつも、優れた業績や企

画力が乏しいというが、具体性が薄弱で首肯し難い面がある。②しかも、前述Ｘ１

の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ９の人事考

課を三期とも「Ｃ」と評価したことの合理性については、全体として疑わしいもの

があるといわざるを得ない。 

ソ Ｘ７〔第１の５(15)⑤の事由〕 

①残業に非協力であったというが、当時同人が組合の藤沢分会執行委員長をして

いた事情からみれば、前記第２の２(2)〔Ａ〕アで判断したと同様の理由で、これ

を評価の対象とすることは相当でない。また、同人の技術能力が劣るというが、会

社自らも認めているように日常の業務では一定の業績を挙げていたことが認められ

る。②しかも、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれ

ば、会社がＸ７の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したことの合理性については、

全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

タ Ｘ22〔第１の５(16)⑤の事由〕 

①後輩社員に対するプログラムの作成の技術的指導がまずかったという点は、具
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体的内容が必ずしも明らかではなく、また客先からの相談で同僚などをあてにする

というが、その内容如何によっては同僚などの援助を仰ぐこと自体は非難さるべき

ことではない。②しかも、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存することを

併せ考えれば、会社がＸ22の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したことの合理性に

ついては、全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

チ Ｘ17〔第１の５(17)⑤の事由〕 

①就業時間中無駄話が多いという点については、反省すべきであろう。だが、46

年から47年にかけての計算ミスについては、同人だけのミスとはいいきれない面も

うかがえるのであるから、これをマイナス評価事由とすることはいささか酷にすぎ

る。②しかも、前述Ｘ２の場合と同様の事情（イ②③）の存することを併せ考えれ

ば、会社がＸ17の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したことの合理性については、

全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

ツ Ｘ23〔第１の５(18)⑤の事由〕 

①同人が交替勤務に就くことを拒否したことは、たとえ家庭の事情等を考慮して

も、職場の特殊性からみて是認し得ない。しかし他面会社側にも同人の配置につい

て多少の考慮を払えば、そのような事態を回避しうる余地があったとみられるふし

がないわけでもない。②しかも、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存する

ことを併せ考えれば、会社がＸ23の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したことの合

理性については、全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

テ Ｘ４〔第１の５(19)⑤の事由〕 

①宿泊を伴う社員教育に参加しないとか、渋滞売掛金の回収のやり方が消極的で

あるとか、同人の業務に対する態度には感心できない側面のあることはうかがわれ

るが、業務そのものの実績が劣っているとまでの疎明はない。②しかも、前述Ｘ２

の場合と同様の事情（イ②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ４の人事考

課を三期にわたり「Ｅ」「Ｄ」「Ｃ」と評価したことの合理性については、全体とし

て疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

ト Ｘ10〔第１の(20)⑤の事由〕 

①同人については、マイナス評価事由として挙げられる具体的事実に乏しく、挙

示の事実も取り立てて問題とするほどのことではない。②しかも、前述Ｘ１の場合

と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ10の人事考課を三

期にわたり「Ｃ」「Ｄ」「Ｃ」と評価したことの合理性については、全体として疑わ

しいものがあるといわざるを得ない。 

ナ Ｘ13〔第１の５(21)⑤の事由〕 

①同人の業務は比較的定型的なものとみられるが、その処理について必ずしも十

分でなかった面のあったことはうかがわれる。②しかし、前述Ｘ２の場合と同様の

事情（イ②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ13の人事考課を三期とも「Ｅ」

と評価したことの合理性については、やはり全体として疑わざるを得ない。 

ニ Ｘ18〔第１の５(22)⑤の事由〕 

①同人が格別の理由もなく交替勤務を拒否したことは、職場の特殊性からみて、

従業員の態度として是認し得ないが、その他の会社の指摘する事実はいずれも具体
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性に乏しく首肯しがたい。②しかも、前述Ｘ１の場合と同様の事情（ア②③）の存

することを併せ考えれば、会社がＸ18の人事考課を三期とも「Ｄ」と評価したこと

の合理性については、全体として疑わしいものがあるといわざるを得ない。 

ヌ Ｘ20〔第１の５(23)⑤の事由〕 

①同人の欠勤の多いこと、就業中にマンガの本を読んだりしたことなど執務態度

に問題があったことは認められる。しかし、会社にも同人の能力を生かすような仕

事の与え方をしていなかった側面のあることがうかがえる。②しかも、前述Ｘ１の

場合と同様の事情（ア②③）の存することを併せ考えれば、会社がＸ20の人事考課

を三期とも「Ｄ」と評価したことの合理性については、全体として疑わしいものが

あるといわざるを得ない。 

(3) 本件不当労働行為の成否について 

① 前段第１の２の各項〔とりわけ(5)項〕で認定したように、会社は組合を嫌悪し、41

年初頃から42年末頃までの間、管理者職位への昇進など利益誘導を手段として組織的

な組合切り崩し工作を実施し、その後も引き続き組合を嫌悪し、労使関係が不正常な

状態で推移していることが認められる。 

② ところで、本件昇進・昇給をめぐる問題は、42年12月以降、会社が職務給的賃金体

系を実施した過程のなかで生起したものであるが、この賃金体系の基本的特色は、前

段第１の４(1)で認定したように、職位の高低が給与の高低に連動するところにあるか

ら、職位の上昇（昇進）なしには給与の上昇は覚束かないといえる。 

この新賃金体系の導入に対し、当初組合は反対していたが、前段第１の３で認定し

たように45年頃から申立人らを含む組合員らは、この賃金体系そのものを争うことを

やめ、これに基づく昇進・昇給の遅延を問題としてとりあげることとし、会社に抗議

等を続けてきたところ、これに対応する会社（管理職）の発言内容等を仔細に観察す

れば、組合員であることが昇進・昇給遅延の大きな原因の一つとなっていたことが看

取される。 

③ (ｱ)会社は、人事管理の基本方針として学歴、年齢、勤続年数等にとらわれない能力

主義をとっており、とりわけ非管理者から管理者への昇進に関しては完全にこれを実

施しているという。たしかに、そのような面がうかがえないわけではないけれども、

本件に関する限りは、前記〔第２の２(2)〔Ａ〕〔Ｂ〕〕で判断したように申立人Ｘ１ら23

名の個人別の人事考課についてはただ「Ｃ」「Ｄ」「Ｅ」等の結論のみで人事考課表上

の具体的内容が明らかにされていないのみならず、これら組合員と比較対照すべき他

の従業員の人事考課表など比較評価の対象となるべき客観的・具体的資料の提出が殆

んどなされていない。また上記人事考課がなされた理由として会社の挙示する諸事実

も前記第２の２(2)の各項で判断したとおり、その程度の事実のみで直ちに会社のいう

ような考課の結果につながると考えることは首肯しがたい。とすれば会社が申立人ら

に対してなした能力判定の当否を判断するにつき、他に適当な方法の見当らない本件

にあっては、申立人組合員らと入社時期・経歴ないし職種・職場を同じくする他の従

業員との昇進実態の比較を基準にする以外に合理的な方法を見出し得ない。 

(ｲ)しかして、前段第１の５(1)～(23)の各⑥⑦において認定したところによれば、申

立人Ｘ１ら23名の組合員については、一部の者を除き入社時期・経歴ないし職種・職
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場を同じくする他の従業員に比し、昇進上の遅延（非管理者職位内においても、管理

者職位への昇進についても）が生じていることが認められる。そして前記のとおり、

Ｘ１ら23名の組合員が、人事考課において普通以下（「Ｃ」「Ｄ」「Ｅ」）と評価された

理由について首肯するに足る疎明がない以上、前記のような会社の組合に対する態度

からみれば、結局申立人らが．組合員であること、ないしはその組合活動を行ったこ

とを会社が嫌悪したがゆえに普通以下に評価されたものと判断せざるを得ない。 

従って、このような不適正な人事考課に基づいて行われた本件昇進・昇給差別（遅

延）は、不当労働行為に該当するというべきである。 

３ 昇進差別の是正について 

(1) まず本件昇進差別を是正するに当っては、以下の諸点を勘案しつつ、これが是正をは

かるべきが相当と考える。 

① 前記認定のとおり〔第１の５(1)～(23)の各⑥⑦の事実〕、申立人ら以外の非組合員

および申立外組合員のなかにも非管理者職位系列にある者が少なからず含まれており、

必ずしも昇進差別が顕著といえないものもあるので（但し、非管理者職位系列内の高

低は不明）、これらの者との均衡も考慮しなければならない。 

② 前記判断のとおり〔第２の１(3)〔判断〕②〕申立人らに対する救済の上限は、ファ

ースト・ライン管理者より１ランク下のファースト・ラインにおけるスタッフ管理者

たる管理者職位への昇進にとどめるべきが相当である。他方、上記①の均衡上、スタ

ッフ管理者へ昇進させることが不適当と認められる場合でも、それらの申立人組合員

が非管理者職位系列内での昇進を不当に遅らせられていると認められる限り、同系列

内の上位職位への昇進を認めるのが相当である。 

③ 本件昇進差別について申立人組合員らは、いずれも47年12月１日付で、その是正を

求めている。しかし、他方、会社は前記認定のとおり〔第１の５(1)～(23)各④キャリ

ア・パス〕、48年10月以降、申立人らのうち一部の者に対し、非管理者職位系列内にお

ける上位職位への昇進を発令している。従って、その間の事情を考慮しつつ、同人ら

のキャリア・パスに則して、その是正時期を調節する必要がある。 

(2) 各人別昇進差別の是正 

① Ｘ１について〔第１の５(1)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、差別がかなり顕著であるので、51年１月１日付で、売掛管理スペシャ

リスト（ファースト・ラインのスタッフ管理者）もしくはその相当職位に昇進させる

のが相当である〔同人は49年１月１日付で債権管理企画係（非管理者職位系列の最高

職位）に発令されており、キャリア・パスによれば昇進すべき管理者職位は売掛管理

スペシャリストと認められるところ、同職位系列のスタッフ管理者までの標準通算経

験年数は明らかにされていないが、前段第１の５(11)⑦イ認定のとおりアプリケーシ

ョン・エンジニア系の大学卒者がスタッフ管理者に昇進するのには、標準通算経験年

数が入社後６年（Ｍaster または他社経験者は５年）、非管理者職位の最高職位標準

経験年数は２年６か月（Ｍaster または他社経験者は２年）となっていること、同人

の昇進が遅れていることなどの点を勘案して、非管理者職位の最高職位についた49年

１月１日から２年後の時点で昇進させるのが相当〕。 

② Ｘ２について〔第１の５(2)④および⑥⑦の事実〕 
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同人の場合も差別がかなり顕著であるので、49年12月１日付でＤＰセールス・リプ

レゼンタティブから主任営業部員（ファースト・ラインのスタッフ管理者）に昇進さ

せるのが相当である（ＤＰセールス・リプレゼンタティブは非管理者職位系列の最高

職位で、同人は47年当時この職位にあったが、その発令時期が不明であるので、上記

Ｘ１の場合と同旨の事情を勘案して、少なくとも同年度の最終の昇進発令時点と考え

られる47年12月１日から２年後の時点で、上記のとおりに昇進させるのが相当）。 

③ Ｘ15〔第１の５(3)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期同学歴の者のうち約１割が非管理者職位にとどまっているが、総

体的にみて、同人に対する差別が顕著であり、非管理者職位に据え置くことの合理性

が認められないので、50年２月１日付でアカウンティング・スぺシャリスト（ファー

スト・ラインのスタッフ管理者）に昇進させるのが相当である〔同人は48年２月１日

付で先任会計管理係（非管理者職位系列の最高職位）に発令されているので、上記Ｘ１

の場合と同旨の事情を勘案して48年12月１日から２年後の時点で上記のとおり昇進さ

せるのが相当〕。 

④ Ｘ14〔第１の５(4)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期・同学歴の者のうち、約１割が非管理者職位にとどまっており、

そのなかには比較的昇進が遅いとされているカストマー・エンジニアも含まれている

が、その詳細を詮索するまでもなく総体として同人に対する差別が顕著であり、非管

理者職位に据え置くことの合理性が認められない。同人は47年当時、先任輸入管理係

（非管理者職位系列の最高職位）であったが（但し、発令の時期は不明）、上記Ｘ２の

場合と同旨の事情を勘案して47年12月１日から２年後の49年12月１日付でトレード・

スぺシャリスト（ファースト・ラインのスタッフ管理者）に昇進させるのが相当であ

る。 

（注）以下の者に対する判断においても、以上の者と同旨の事情を勘案すること 

は同断であるが、重複を避けるため以下この点に関する記載を省略する。 

⑤ Ｘ12〔第１の５(5)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期、同学歴の者との比較についてはＸ15の場合と同様の事情が認め

られるが、同職種・同職場における事情については多少の相違がみられる。しかし総

体として同人に対する差別が顕著であり、いつまでも非管理者職位に据え置くことの

合理性が認められない。しかし同人は本件審問終結時点では非管理者職位系列の上か

ら２番目の職位である複写業務企画係（48年12月１日発令）であったのであるから、

ストレートに管理者職位へ昇進させることは妥当でない。従って、同人については、

まず48年12月１日から２年後の50年12月１日付で複写業務企画係から文書管理非管理

者職位系列の最高職位（具体的職位名は不明）に昇進させ、ついで、さらに２年を経

過した52年12月１日付で総務スペシャリスト（ファースト・ラインのスタッフ管理者）

もしくはその相当職位に昇進させるのが相当である。 

⑥ Ｘ16〔第１の５(6)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、差別はかなり顕著であり、同人は47年当時先任広報員（非管理者職位

系列の最高職位）であったから（但し、発令時期は不明）、47年12月１日から２年後の49

年12月１日付でコミュニケーション・スペシャリスト（ファースト・ラインのスタッ
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フ管理者）に昇進させるのが相当である。 

⑦ Ｘ11〔第１の５(7)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合も、差別が顕著に認められるところ、同人は49年２月１日付で、シニア・

アソシエイト・コーリティ・テクニシャン（非管理者職位系列の最高職位）に発令さ

れているから、２年後の51年２月１日付でスタッフ・エンジニア（ファースト・ライ

ンのスタッフ管理者）もしくはその相当職位に昇進させるのが相当である。 

⑧ Ｘ21〔第１の５(8)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合も差別が顕著であり、同人は48年12月１日付でＤＣアプリケーション・

エンジニア（非管理者職位系列の最高職位）に発令されているから、２年後の50年12

月１日付でアドバイザリー・システムズ・エンジニア（ファースト・ラインのスタッ

フ管理者）に昇進させるのが相当である。 

⑨ Ｘ３〔第１の５(9)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期・同学歴の者のうち、約２割弱が非管理者職位にあるが、総体と

して同人に対する差別が顕著であり、非管理者職位に据え置くことの合理性が認めら

れない。同人は47年当時、ＤＰシステムズ・エンジニア（非管理者職位系列の最高職

位）であったから（但し、発令時期は不明）、47年12月１日より２年後の49年12月１日

付でアドバイザリー・システムズ・エンジニア（ファースト・ラインのスタッフ管理

者）に昇進させるのが相当である。 

⑩ Ｘ５〔第１の５(10)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合も前期⑨Ｘ３と同様の事情にあるところ、同人は47年当時、ＤＰシステ

ムズ・エンジニア（非管理者職位系列の最高職位）であったから（但し、発令時期は

不明）、47年12月１日より２年後の49年12月１日付でアドバイザリー・システムズ・エ

ンジニア（ファースト・ラインのスタッフ管理者）に昇進させるのが相当である。 

⑪ Ｘ19〔第１の５(11)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期・同学歴の者のうち、約２割強が非管理者職位にあるが、「標準

通算経験年数」（大学卒）とその運用の実態から推して、同人の昇進は遅れており、し

かも引き続き非管理者職位に据え置くことの合理性が認められない。同人は48年10月15

日付でＤＣアプリケーション・エンジニア（非管理者職位系列の最高職位）に発令さ

れているから、２年後の50年10月15日付でアドバイザリー・システムズ・エンジニア

（ファースト・ラインのスタッフ管理者）に昇進させるのが相当である。 

⑫ Ｘ６〔第１の５(12)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期に入社した者のうち、非管理者である者が約５割いるが、同職種・

同職場における同人と同様高校卒者の管理者への昇進状況をみれば、総体として同人

に対する差別が顕著であり〔第１の５(12)⑦ア（注）〕、同人を非管理者職位のまま据

え置くことの合理性は認められない。同人は47年当時、一級技術変更分析係（非管理

者職位系列の最高職位）であったから（但し、発令時期は不明）、47年12月１日より２

年後の49年12月１日付で、スタッフ・エンジニア（ファースト・ラインのスタッフ管

理者）に昇進させるのが相当である。 

⑬ Ｘ８〔第１の５(13)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期・同学歴入社者の昇進状況については、上記⑫Ｘ６の場合と同様
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であるが、同職種・同職場における同期高校卒入社者11名中９名の者がすでに管理者

に昇進しており、総体として同人に対する差別が顕著であって、同人を非管理者職位

に据え置くことの合理性は認められない。しかし同人は51年５月１日付でチーフ・ア

センブリー・テクニシャン（非管理者職位系列の最高職位）に発令されているから、

２年後の53年５月１日付でテクニカル・アシスタントまたはスタッフ・アシスタント

（ともにファースト・ラインのスタッフ管理者）もしくはその相当職位に昇進させる

のが相当である。 

⑭ Ｘ９〔第１の５(14)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合は中学卒者であるが、同期・同学歴の技術職系の対照者はなく、かつ同

職種・同職場において同期高校卒入社の非管理者が２名おり、しかも管理者となって

いる者は大学卒者（含短大卒）のみである。同人は現にシニア・アソシエイト・マニ

ファクチュアリング・エンジニアとして非管理者職位系列の最高職位にあるものであ

るが、管理者への昇進上の差別は認め難い。 

⑮ Ｘ７〔第１の５(15)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期に入社した者のうち、非管理者である者が６割強いるが、同職種・

同職場における高校卒者の管理者への昇進状況をみると前記⑬Ｘ８の場合と入社の時

期を異にするだけで管理者への昇進が遅れていることが認められる。しかし同人は51

年５月１日付でチーフ・アセンブリー・テクニシャン（非管理者職位系列の最高職位）

に発令されているから２年後の53年５月１日付でテクニカル・アシスタントまたはス

タッフ・アシスタント（ともにファースト・ラインのスタッフ管理者）もしくはその

相当職位に昇進させるのが相当である。 

⑯ Ｘ22〔第１の５(16)④および⑥⑦の事実〕 

昭和34年高校卒入社の同人の場合、同期・同学歴の者で非管理者は５割強おり、し

かも同職種・同職場における管理者への昇進状況をみても、管理者に昇進している者

は大学卒者のみで、必ずしもこの点に関する昇進上の差別が行われているとは認め難

いから、同人が48年10月15日付で非管理者職位系列の最高職位であるＤＣアプリケー

ション・エンジニアになっており、現時点において、同人をファースト・ラインのス

タッフ管理者に昇進させることは相当でない。 

⑰ Ｘ17〔第１の５(17)④および⑥⑦の事実〕 

昭和35年高校卒入社の同人の場合、同期・同学歴の者の管理者、非管理者の人数比

は、ほぼ同率であり、しかも同職種・同職場における管理者への昇進状況をみても、

管理者に昇進しているのは大学卒者のみで、⑯Ｘ22の場合と同様、必ずしもこの点に

関する昇進上の差別が行われているとは認め難いから、現時点において同人を管理者

職位に昇進させることは相当でない。 

⑱ Ｘ23〔第１の５(18)および⑥⑦の事実〕 

同人の現在の職位は、非管理者職位系列の上から２番目にあるところ、同人は管理

者職位への昇進を求めず、非管理者職位系列内の最高職位への昇進を求めるにとどま

る。ところで同人は、49年２月１日付でシニア・コンピューティング・サービス係に

発令されているが、同人については昇進上の差別がかなり顕著であると認められるか

ら、その後２年を経過した51年２月１日付で、コンピューティング・サービス企画管
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理係（同系列の非管理者職位の最高職位）に昇進させるのが相当である。 

⑲ Ｘ４〔第１の５(19)④および⑥⑦の事実〕 

同人の場合、同期・同学歴（36年度高校卒）入社者の管理者対非管理者の人数比は

ほぼ４対６であるが、同職種・同職場の昇進状況（①Ｘ１の場合と同じ）をみると同

人につき昇進上の差別があったことがうかがえる。しかし、同人は51年１月１日付で

債権管理職位系列の非管理者職位の最高職位である先任債権企画係になっているから、

２年後の53年１月１日付で売掛管理スペシャリスト（ファースト・ラインのスタッフ

管理者）もしくはその相当職位に昇進させるのが相当である。 

⑳ Ｘ10〔第１の５(20)④および⑥⑦の事実〕 

同期・同学歴入社者の管理者対非管理者の人数比は上記(19)Ｘ４の場合と同じであ

り、同職種・同職場の昇進状況をみても、36年度以降入社の高校卒者で管理者になっ

ているのは２名のみであるから、同人につき必ずしも昇進上の差別が行われていると

は認め難い。同人は50年10月15日付で非管理者職位系列の最高職位であるシニア・プ

ロキュアメント・コーリティ・テクニシャンになっているもので、現時点においてこ

れを管理者職位に昇進させることは相当でない。 

㉑ Ｘ13〔第１の５(21)④および⑥⑦の事実〕 

同期・同学歴入社者の管理者対非管理者の人数比は上記⑲Ｘ４の場合と同じであり、

同職種・同職場の昇進状況をみても管理者に昇進している者は極めて少数であって、

同人につき特にこの点に関する昇進上の差別が行われているとは認め難い。同人は52

年６月１日付で非管理者職位系列の最高職位である業務企画員になっているので、現

時点においてこれを管理者職位に昇進させることは相当でない。 

㉒ Ｘ18〔第１の５(22)④および⑥⑦の事実〕 

同人は、49年10月１日付でシニア・コンピューティング・サービス係に発令されて

いるが、これは非管理者職位系列の上から２番目の職位であり、かつ同期・同学歴入

社者の６割強がいまだに非管理者職位にとどまっている状況からみて、同人を管理者

職位へ昇進させることは相当でない。しかし同職種・同職場の昇進状況をみるときは、

他の者との間に差別のあることが汲みとれるので、同人については、上記発令後２年

を経過した51年10月１日付でコンピューティング・サービス企画管理係（同系列の非

管理者職位の最高職位）に昇進させるのが相当である。 

㉓ Ｘ20〔第１の５(23)④および⑥⑦の事実〕 

同人は、上記㉒Ｘ18と同職種・同職場にあり、53年１月１日付でＸ18と同じシニア・

コンピューティング・サービス係に発令されているが、同期・同学歴入社者の約８割

が非管理者である状況からみて、同人を管理者職位に昇進させることは相当でない。

しかし、Ｘ18と同様、同職種・同職場の昇進状況をみるときは、他の者との間に差別

のあることが汲みとれるので、同人についても上記発令後２年を経過した55年１月１

日付でコンピューティング・サービス企画管理係（同系列の非管理者職位の最高職位）

に昇進させるのが相当である。 

４ 昇給差別の是正について 

(1) 上記第２の３(2)①～⑬⑮⑱⑲㉒㉓の昇進差別の是正に伴い、当然これら申立人組合員

らの給与額の改訂（昇給）が生じる。しかしながら前段第１の４(1)①イ後段で認定した
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ように、昇進差別を是正した場合、当該職位に対応する「給与レンジ」は、いかなる種

類のものが適用され、またいくばくの給与額に位置づけられているのか等については殆

んど明らかにされていない。 

(2) 従って、これらの昇進是正に伴う給与改訂（昇給）を実施するに当っては、会社は当

該各組合員の職位に適用されるべき「給与レンジ」を当人に呈示するとともに改訂され

るべき給与額（昇給額）を通知するのが当然であると思料する。 

５ 昇格差別の是正について 

(1) 会社には、職位を中心とした賃金体系とは別に、処遇上の「新昇進制度」が設けられ

ていることは、前段認定のとおりである〔第１の４(4)〕。ところで、この制度は、勤続

年数を基本としているが、所定の職能格の格付け、およびこれに伴う職能手当の額は、

各職位をもとにした６つの職群のなかにはめ込まれている関係上、上記昇進差別是正に

伴う職位の変動により、一定の改訂（昇格、職能手当の増額）が余儀なくされる。 

(2) そして、この場合にも前期給与改訂の場合〔第２の４(2)〕の取扱いに準じた措置がと

らるべきが当然であると思料する。 

６ 利息の支払いとポスト・ノーティスを求めている点について 

(1) 申立人らは、上記差別是正に伴う差額給与相当額（バックペイ）に年６分の利息の附

加支払いを求めているが、本件の場合はその必要を認めない。 

(2) また申立人らは、本件につきポスト・ノーティスを求めているが、本件の特性にかん

がみて各申立人宛の文書手交をもって足るものと考える。 

第３ 法律上の根拠 

以上の次第であるから、会社が申立人ら組合員に対して行った次の行為は、労働組合法

第７条第１号および第３号に該当するが、その余については同法同条に該当しない。 

① Ｘ１、Ｘ２、Ｘ15、Ｘ14、Ｘ12、Ｘ16、Ｘ11、Ｘ21、Ｘ３、Ｘ５、Ｘ19、Ｘ６、Ｘ８、

Ｘ７およびＸ４を管理者職位（ファースト・ラインのスタッフ管理者）へ昇進させなか

ったこと。 

② Ｘ12、Ｘ23、Ｘ18およびＸ20を各非管理者職位系列の最高職位に昇進させなかったこ

と。 

よって、労働組合法第27条および労働委員会規則第43条を適用して主文のとおり命令

する。 

 昭和55年３月４日 

      東京都地方労働委員会 

       会長  浅 沼  武 


